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－EDI推 進 協 議 会

会 員 活 動 概 要

【掲載会員 】

1.エー アイエ ム ジャパ ン

2.(財)エ ンジニ ア リング振 興協 会

3.(財)家 電製 品協会

4.機工VANセ ンター

5.(社)軽 金属協会

6.(財)建 設業振興基金

7.(社)鋼 材倶楽部

&(社)港 湾物流情報 システム協 会

9.(財)国 際情報化協力 セ ンター

10.写真業界流 通情報 システム協議会

11.(財)住 宅産業情報サー ビス

12.(社)情 報サー ビス産業協会

13.(財)情 報 処理相互運用技術協会

14.(財)生 活用品振興セ ンター(*)

15.(財)製 造科学技術セ ンター

(旧(財)国 際 ロボ ット・FA技 術 センター)

16.石油化 学工業協会

17.石油連 盟

18.(社)セ メ ン ト協会

19繊 維 産業構造 改善事業協会

20.全 国 コイルセ ンター工業組合

21.(社)全 国 自動車部 品商 団体連合会

22.全 国 自動 車用品工業会(*)

23.全 国鉄鋼 特約 店連合会

24.全 国電機 卸商 組合連合会

25.(社)全 日本文具協会

26.全 日本電設資材卸業協 同組合連合会

27.電 気事業連合会

28.(社)日 本 アパ レル産業協会(*)

29.日 本イ ンターネ ッ ト協会(*)

30.日 本化学繊維協會

31.(社)日 本ガス協会

32,日 本紙商 団体 連合会

33,(社)日 本玩具協会

34,(社)日 本建材産業 協会

35.(社)日 本広告業協 会

36.(社)日 本 自動車工業会

37,(社)日 本情報 システ ム ・ユ ーザ ー協会

38,日 本製紙連合会

39,日 本チ ェーンス トア協会

40.日 本電気大型店協会(*)

41.(社)日 本 電気計測器工業会

42.(社)日 本 電機工業会

43.(社)日 本 電気制御機器工業会

44.(社)日 本 電子機械工業会

45,(社)日 本 電子工業振興協会

46,(社)日 本 電線工業会

47.(社)日 本パーソナルコンピュータソフ トウェア協会

48.(社)日 本半導体製造装置協会

49.日 本百貨店協会

50.日 本 フォーム印刷工業連合会

51.(社)日 本貿易会

52.(財)日 本貿易 関係手続簡易化協会

53.日 本紡績協会

54.日 本優良家具販売協 同組合

55.(社)日 本 ロジスティクス システム協会

56.物流EDI推 進機構

57.ユニ ックス ・ビジネ ス ・ア ソシエー シ ョン

58,(財)流 通 システム開発 セ ンター

59.旅行EDI研 究会

60.(財)日本情報処理 開発協会 産業情報化推進 セ ンター

【活動概要について回答のあった会員の五十音順に、原則として原文のまま掲載しており、(*)印の会員は掲載 しておりません。】

平成9年7月
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〈工業会 としての性 格 と参加 の 目的〉

エーアイエム ジャパ ンはバー コー ドによ るデー タ入力を始め とす る、デー タキ ャ リア、磁気 カー ド、

OCRそ の他すべての 自動認識 システムの メー カー、販社 によって構 成 され る工業 会で 、平成9年6月 現在、

124社 の会員企業が加盟 して いる。

自動認識 システム の普及 ・市場拡大 を目指 し1ラ ベル ・カー ド ・イ ンク リボ ン ・タグ等 のサプ ライ品か

ら、プ リンタ、スキ ャナ、 リーダ等全て の機器 の開発 ・製造 ・販売 を通 じて 、上位 機種へ の 自動入力方法

の可能性 を拡大 して来 た。

こう した自動認識機器 及び関連製品 を扱 う国内で唯一の団体 と して 、"日 本 自動認識 工業会"と も呼 ば

れるべ き存在で はあるが、現在世界 中に普 及 して いるITF、 コー ダバー(NW-7)、 コー ド39、 コー ド128、

PDF417等 二次元 コー ドを含 む全て の物 流バー コー ドの基 準 となる規格(ISS規 格)を 制定して来 たイ ンター

ナシ ョナルな性 格 を持つ団体 と して、あえて"国 際 自動認識工業会"と 名乗 って いる。

以上のよ うな性格を持つエー アイエム ジャパ ンの 日常活 動 を支えるい くつか の重 要部 会 のひとつ として、
"EDI研 究 会"が 毎 月1回 活動 してお り

、同時 にEDI推 進協議会に団体 会員 と して参 加 させて頂 いている。

すで にJEDICに 参加 されて いる先 輩諸協会 ・工業会 とは少 し違った立場か らの参加 であ るが、当自動認 識

工業会は 「EDIの発展 にバー コー ド機器 ・サ プライ品 メーカーの工業会 と して寄 与 して ゆ く」事 を念頭 に

置いて いる。

〈EDIと バー コー ドの役割 〉」

「経営の あ り方 を根底 か ら変革す る可能性 を秘 めている」EDIと バー コー ドシス テム との関わ りは、国

際EDI取 引にお けるuN/EDIFAcrの 導入 、国内EDI取 引にお けるcllシ ンタ ックスルー ルの導入 とい う、大

きな通信規則決定 の流れの 中で は部分 的な もの に過ぎないが、EIAJの 標 準納品書 のよ うに実 際の取 引過程

の中で 自動入 力手段 としてバー コー ドの果 たす役割 は非常に大 き く、バー コー ドシステム の普及 ・浸 透が

即 ちEDI推 進 のひ とつの鍵 を握 っている と言 って も過言ではないだろ う。

〈EDI化 のうね りの中で〉

最近の諸協会 ・諸団体との連携活動の中で、エーアイエムジャパンはEDI化 の潮流に関し、多くを学び

つつある。(社)日 本電子機械工業会EDIセ ンターの各部会を牽引車とするバーコー ド付き納品書、標準

荷札 による発注者 ・受注者間でのEDIの 実行、繊維産業構造改善事業協会の業界内登録コー ドセンター設

置による、"還 流"の ある荷動きの"業 界内EDI"管 理の実験など、まさに社会基盤整備への母体として

のEDI化 のうね りが今起きている。 日本の産業の国際競争力維持や、業界再編成の中での生き残 りを賭け

た情報化投資の必要性を考えれば、いくらかの時間はかかるにして も、EDIの 定着は時代の要請と言える

だろう。

〈新たな関係の始まり〉

このような状況から、バーコー ド規格の実質的な世界標準制定団体 として機能 し、全てのバーコー ドシ

ステム関連機器 ・サプライ品の開発、供給を通じてこの優れた自動認識技術を世界中に広めて来た唯一の

工業会であるエーアイエムは、EDI研 究会の設立とJEDICへ の参加によって、EDIの 進展に積極的に関わっ

てゆく事となった。当自動認識工業会のJEDICへ の参加は、EDI推 進協議会の所轄官庁である通商産業省

機械産業情報局をも含めた、JEDIC関 連諸団体とエーアイエムジャパンとの、 自動認識システムを通 じて

の新たな協調関係の始まりと把える事が出来る。当工業会自身が、率先して内部でのEDIの 推進を行う必

要がある事は勿論だが、バーコー ドラベルやバーコー ドプリンタ、バーコー ド読み取 り機があって初めて

成 り立つバーコー ドシステムを、供給者の側か らJEDIC会 員諸協会 ・工業会に対し、EDIの 文脈の中でシ

ステム提案 してゆける事を確信 している。

【平 成9年 度活動予定】

①毎 月EDI研 究会(会 員20社)を 開催 し、EDIの 基礎 の勉強会 を行 っている。今年 はEDI推 進協議会 の 中

か ら6団 体 を選 んでEDIの 進捗状況 の調査 を掘 り下げて行 う予定。

昨年に引き続 き、国内におけ るEDI進 捗 状況 を報告書 にまとめて ゆ く。

連絡 先 工ーアイエ ムジャパ ン事務局

〒141東 京都 品川 区東五 反田1-10-7

TELO3-3440-9085FAXO3-3440-9086
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2. エ ンジニ ア リング ー 協△ENAA

1.協 会概要

(1)設 立:1978年8月21日

(2)会 員数:153社(財 団本部賛助会員)

(3)所 在地:〒105東 京都港区西新橋一丁目4番6号(CYDビ ル)

2.事 業概要

(1)エ ンジニアリングに関する各種事業

・諸管理技術および人材の育成方法等の調査研究

・技術的課題、システムの構築等の調査研究

・プロジェクトの創出、推進

・国際交流および協力

・研修事業等の実施およびセミナーの開催

・協会事業における成果等の普及

・各種標準の整備

・その他

(2)地 下開発利用に関する各種事業
・基本構想の策定

・地下空間開発技術の研究開発

・地下空間開発利用システムの研究開発

・調査および広報

・国際交流および協力

・その他

(3)石 油および天然ガス開発に伴う環境保護と安全確保に関する各種事業
・環境保護と安全確保に関する研究開発および技術指導と技術者の要請

・調査事業

・国際会議の開催 ・参加等国際交流の推進

・その他

3.情 報システム関連の取 り組み

当協会の中に情報システム関連を扱 う委員会組織 としてプロジェクト・エンジニアリング委員会情報

システム部会がある。 ここでは、当協会の業務部が事務局となり、加盟会社66社 か らの委員により部

会、研究分科会および研究 ワーキンググループを編成し、調査研究活動が行われている。当部会の基本

的な活動方針としては、次の三点が挙げられる。まず第一点 目は、当協会の異業種交流の特徴を活かし

た調査研究活動を通じて、会員企業のエンジニアリングに係わる情報システム技術の向上と相互研鎖を

図り、経営課題に応えることである。第二点目は国際分業、海外アウ トソージング等のグローバル化に

応 じた情報技術の課題に取 り組んでいくことである。第三点 目はコンピュータユーザの観点か ら、エン

ジニアリングデータの各種標準化活動に積極的に参画 し、社会貢献 ・国際貢献 していくことである。ま

た、プラントCALSの 取 り組みは、平成8年 度か らの2年 間、NCALS(生 産 ・調達 ・運用支援統

合情報システム技術研究組合)の 業種別CALSプ ロジェク トの一つ として活動している。

以下に、平成8年 度の活動実績と、平成9年 度の活動予定を示す。

(1)平 成8年 度活動実績

①情報システム部会活動
・平成7年 度の分科会、ワーキ ンググループの成果報告会の開催
・情報システム関連講演会の開催(2回)

・先端技術企業 ・研究機関への訪問調査(九 州大学、アクロス福岡他の九州地区)
・海外調査 ・視察(イ ンド)
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② 分科 会活動

・グルー プウェアによる ビジネス ・プ ロセス ・リエ ンジニア リング実現 のための技術課題 の研究

・グ ローバル ・エ ンジニア リング ・オ フィスの研 究

・プ ラン トCALS検 討会

③ ワー キ ンググルー プ活 動

・エ ンジニ ア リング事 業におけるイ ンターネ ッ ト活 用方法 の検 討

・IDEF(lntegrationDEFinition)の 調査研 究

(2)平 成9年 度活動 予定

①情報 システム部会活動

・平成8年 度の分科会 、ワーキ ンググループの成果 報告会 の開催

・情報 システム関連講演会 の開催(2回)

・先端技術 企業 ・研究機 関への訪問調査

・海外調査 ・視察

②分科会活動

・エ ンジニア リング産業 にお けるイ ンターネ ッ ト技術活用 の研究

・プラ ン トCALS検 討会

③ ワーキ ンググルー プ活動

・IDEF(lntegrationDEFinition)の 調査研究(前 年度 か らの継続)

・情報 リテ ラシー教育 のあ り方研究

・エ ンジニ ア リング企業 にお けるCAD活 用状況調査

・プ ロジェク ト活 動支援 のグルー プウェアのあ り方 につ いての一 考察

・EDIFACTの プロジェク ト管理 メ ッセー ジ 「PROTAP」 国際標準制定 の検討

連絡先(財)エ ンジニ ア リング振興協会 業務部

〒105東 京都港区西新橋一丁 目4番6号(CYDビ ル)

Te103-3502-4441FaxO3-3502-5500

一3一



3.(財)家 電製 品協会(AEHA)

(財)家 電製品協会は、既に昭和48年 設立された家電製品協議会と昭和49年 設立された(財)家 電製品

等再資源化促進協会の2つ の団体が合体 して、昭和55年6月 に設立認可された公益法人です。

主たる目的は、廃家電製品の有効利用、家電製品の安全性、電力の効率的利用等の研究を通じて一般消

費者への便益の確保、家電製品の健全な生産、流通及び利用 に寄与し、国民生活の維持、向上に貢献する

ことで、つまり、家電業界 と消費者の間にあって良きパイプ役としての責務を担 うということです。

昭和56年 には、通商産業大臣の告示に基づく 「家庭用電子 ・電気機器修理技術審査制度」が発足し、家

電販売店が主体となった家電製品の修理技術の向上 という面からも貢献してお ります。

また、平成2年12月 には 「消費者相談室」を開設、平成6年11月 には 「回収支援セ ンター」を改組し、新

たに 「廃家電品適正処理協力センター」を設置 し、販売店ルー トによる大型廃家電品の自治体に対する補

完協力事業を実施 してお ります。平成6年 度に 「家電製品PLセ ンター」を設置 し、家電製品に係る紛争処

理事業を実施 しています。さらに、家電流通EDIの 国際標準化やJANコ ー ドに関して調査研究などを行なっ

てきました。

平成8年4月 現在の賛助会員数は、38社 、16団 体の合計54社 ・団体で構成されています。

また、現在の事務局体制は、総務部、海外事業者相談室、消費者部、消費者相談室、流通部、環境部、

リサイクルシステム開発部、技術部、認定センターであります。

連 絡先(財)家 電製 品協会 総務部

〒105東 京都港 区愛 宕1-1-11虎 ノ門八束ピル5F

TelO3-3578-1311FaxO3-3578-1677

【平成8年 度活動実績】

1)流 通業務効率化のためのEDI研 究

・商品情報伝達 システム ・デー ターベ ースの整備拡充

・EDIデ ー ターによる請求 ・支払処理 での現状の問題点抽 出

データー アンマ ッチ処理 につ いて業 界規約 の研究 に着手

2)リ アル タイムVANの 普及促進

・R-VANの 相互接続実現(平 成8年8月)

・R-VANの 普及拡大:メ ーカー10社 、流通19社

3)家 電流通EDI標 準化のPR

・啓発資料(家 電業界 にお ける流通 情報化へ の取 り組み)の 発刊(平 成8年7月)

【平成9年 度活動予定】

1)流 通業務効率化のためのEDI研 究と推進

2)そ の他関連するシステムの研究

3)家 電流通EDI標 準化のPR
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4.機 工VANセ ン タ ー (KVC)

当セ ンターは、機械工具商 の全国団体 「全 日本機械工具商連合 会(全 機 工連 、43団 体、2658社)」 の提

唱で、平成元年9月 、4年 余 の検 討期間 を経て設立 された機械工具業界 の業界VAN運 営機 関。現在 の会 員

は、 メーカー96社 、卸商72社 、販売店276社 、合計444社 。

機械工具業界 のイ ンフラス トラクチ ャー として の 「機工VANシ ステ ム」 を運 営す る当セ ンター は、取

引先 コー ドの管理 、アクセス権 の登録 、システム発展 のた めの調査 ・研究 、啓蒙活動(全 国規模 の説 明会

を3次 にわた って 開催)等 の業務 を行な って います。

データ フォーマ ッ ト、 各種 デー タコー ド、運用方法な どのビジネ スプロ トコル を標準化 し、平 成2年7月

にサー ビス を開始 しま した。プ ロ トコル変換可能な初 めて の 「汎用VANシ ステム」で あるNH'デ ー タ通信

の 「TWINET」 の第1号 ユーザ ー として、業界VANと して は初めて 「異機 種間の リアル タイム 中継処 理」

を実現 して います。

サー ビス開始時 の対象業務 は 「照会業務(在 庫 ・価格 ・納期)」 「受発 注業務」 「商品デー タの登録 ・

抽出」で したが、 平成4年10月 に 「発注残照会」 「出荷デー タ」 「請求 明細 ・支払明細 ・違算デー タ」

「販売実績デー タ」 「在庫 デー タ」 「フ リーデー タ」な どの業務 を追加 しました。

会員の全てが 「機工VANシ ステム」 を利用 して いるわ けで はあ りませ ん。情報流 の中間に位 置す る卸

商の コンピュー タ化が、 普及 のカギ を握 って います。 「垂直VAN」 を主宰 す る大手卸商 は別 に して、 中

堅以下の卸商は一般 にコ ンピュー タ化が遅れてお り、中堅卸商の コン ピュータ管理の レベル ア ップが 当面

の課題 とな って います。

設立 当初か ら、 「物流業者 とのEDI」 「金融機関 との決済データ の交換 」 「自動車や電機な どユーザー

業界 とのEDI」 な どの将来構想 を持 って います。 これ らの実現 にとって 「EDI推進協議会」 の活 動 は大 い

に参考 になる もの と期待 してい ます。

連 絡 先 機 工VANセ ン タ ー

〒108東 京 都 港 区 芝5-14-15機 械 工 具 会 館

Te103-3456-5756FaxO3-3456-5798

【平成8年 度活動実績】

1.普 及方策 の検 討

①第1次 ワーキ ンググルー プ

・メー カー と卸商 の接続 促進策

a.メー カー と卸商 のデータ交換 においては 「ファイル 中継」が有効 であ るので、 ファイ ル中継

によ る接続 をPRす る。

b.そ の際、取引関係 に基 づき、接続済 み メーカー と卸 商がそれぞ れ分担す る。

c.フ ァイル中継の有効 性を解 説 したPR資 料を作 成、配 布す ると ともに、説明会 を開催す る。

d.メー カー と卸商 に多 いオフコ ン対 応の接続用 パ ッケージ ソフ トの利用 環境を整 える。

・ア ンケー トでイ ンターネ ッ トへの期待 があ ったので、イ ンター ネ ッ トの利用 につ いて検 討 し、

以下 の結 論がえ られ た。

a.インターネ ッ トには以下の2つ の問題 があ り、現時点で は利用 できな い。

・流通 形態 を大 き く変 える可能性 があ り、事前に将来 の流通 形態 について の合意 が必要。

・セ キュ リテ ィが保 証されない、データの到着保 証がな い一な ど品質 に問題が あ り、現時

点 では これ を経 済的に解 決す る方法がない。

b.将 来 に向けて研 究 を継続す る必 要が ある。"

②第2次 ワーキ ンググルー プ

・新端末 ソフ ト(販 売店 用)の 基本仕様
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a.対象業務=在 庫 照会、発注、発注残 高照会 、出荷デー タ受信 、価格表作成

b.商 品 コー ド検索=ダ イ レク ト入 力+3段 階のコー ド検 索+先 頭一致検索

c.OS=Windows95

d.通信ソフ ト=TWIN-X(安 価 な モデムが利用 可能、通信速度9600bps)

e.その他 データの双方向書 き込 みを可 能 に

簡 易仕込処 理 を可能 に

・商 品デー タの提供方法

標 準端末で仕様す る商 品マス ターデー タを提 供す るため、独 自の商 品デー タベ ースの構築を追

求す る。さ しあた り、電子 媒体 で提供で きるメーカーの商品デー タを収集す る。

商品デー タベー スの構築 が遅 れ る場合 は、暫 定措置 として卸商が フロッ ピーデ ィス ク等で提供

するデータを利用す る。

2.機 工VANシ ステムの発展のための調査 ・研究 ・支援

①講演会の開催
・第7回 通常総会後に、日本IBM鹿 野景之次長を講師に迎え 「業界VANと イ ンターネット」を

テーマに講演会を開いた。

②機工メイ トの開発 ・普及への協力
・全機工連の 「機工メイ ト推進委員会」の事務を受託するとともに、引き続き運営副委員長、

事務局長を機工メイ ト推進委員会委員 として派遣し、機工メイ トのバージョンアップや普及に

協力した。

3.関 係官庁ならびに関係団体 との連絡および調整

①通商産業省
・通商産業省の指導で設立された 「EDI推進協議会」の会員 として、同協議会主催の各種研修会

を委員会社に案内するなど、同協議会の事業推進に協力 した。

【平成9年 度活動予定】

1.機 工VANシ ステムの維持運営および管理

(1)新 標準端末ソフ トを開発

(2)商 品データベースを構築

(3)メ ーカーと卸商向け接続ソフトのサポー ト体制を確立

2.機 工VANシ ステムの啓蒙

(1)利 用の促進
・メーカーと卸商を対象にファイル中継についての啓蒙パ ンフレッ トを発行するとともに説明会を

開催して、ファイル中継接続を促進
・販売店の新標準端末ソフ ト利用を促進

・機工メイ トユーザーの機工VAN接 続を促進

3.関 係官庁ならびに関係団体 との連絡および調整

・EDI推進協議会会員として、その事業推進に協力

・管材VANと の連絡委員会の開催

・鋲螺業界等、関係団体の機工VAN参 加を促進

4.機 工VANシ ステム発展のための調査 ・研究 ・支援

・全機工連の情報化を支援

・インターネット等情報化の新たな動向を調査 ・研究
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5. lkf金 協会(JLMA

(転圧8社 コンピュータ利用研究会 作業部会)

当協会は、1947年12月10日 に、アルミニウムやマグネシウムなどの軽金属に関する総合的な調査研究機

関として設立されました.会 員は、地金、艇(楓 箔)、 押出・三次力瓜 鍛造・縦 ならびに流通業

者からなる170法 人(内 団体8)で 構成しています。

事業内容は、会員構成の特長を生かした委員会組織を主体に運営してお り、ISO、JIS、 業界規格等の国

内外標準化をはじめ、土木 ・建築、鉄道車両、自動車等の関連を主体 とした基礎 ・応用 ・開発に関する調

査研究事業の推進を図るとともに、表彰奨励事業、統計事業、海外交流事業等、幅広い活動を展開 してい

ます。

また、軽金属学会な らびに日本マグネシウム協会の運営について支援 してお り、業界 と学界 との交流 ・

協調の促進を図 り、技術水準の向上と相互の健全な発展に努めています。

当協会の情報 システム化活動としては、アルミ圧延業に携わる会員によ り構成 している 「転圧8社 コン

ピュータ利用研究会」があり、調査 ・研究 ・情報交換等の活発な活動を行っています。この研究会の下部

組織 として、 「作業部会」を平成4年 に設置し、EDIの 調査 ・研究及び他業界の動向調査を開始 し、現在

に至っています。

平成7年 までにEDIの 先進業界であるEIAJ、 鉄鋼業界の標準を事例 として、転圧業界のEDI標 準 をつ くる

ため会員各社の実情を調査 し、注文情報等のデータ項目を整理 してきました。一方、一部の顧客か らの

EDIの 要望(デ ータ交換、バーコー ド表示等)に 対 して、業界として対応すべく調整してきました。

今後の活動 として、転圧業界の商取引の特長に合わせたビジネスモデル、標準メッセージ、データ項目

定義等を整理し、業界標準案を作成する予定です。

連絡先(社)軽 金属協会

〒103東 京都 中央 区 日本橋2丁 目1番3号 日本橋朝 日生命 館

Te103-3273-3041(代 表)FaxO3-3213-2918

一7一



6. 瓠 一 ・基 金CI -NET

CI-NETの 検 討は昭和63年 に研 究会が発足 して以来、ユーザ ーである総合建設業者、専 門建設業者 、資

材納入業者に、サ ポー トにあたるVAN会 社や ソフ トウェアベ ンダーが加 わ った、有志 のボ ランティア会

員(平 成9年5月 末現在81社)に よって、EDIの 建設産業標準(CI-NET)の 策定作業が行われ てきま した。
この会員構成 は産業全体の意 向が反 映する もの とな ってお り、標準が取 り引き関係や 企業規模 に係わ らず
広 く利用 され るもの とな るよ うに配慮 されて います。

1.CI-NET標 準の概 要

(1)CIIシ ンタ ックスル ール準拠

CI-NETは 当初か らCIIシ ンタ ックスルール準拠 を前提 に開発 して きています。 また、建設産業では
特 に図面(CAD)デ ー タ伝 送のニーズが 高 く、平成5年3月 のCIIシ ンタックスルール 改訂 を踏 まえて

CADデ ー タ等 のバイナ リーデー タの伝送 を可能 とす るよ う、 ビ ジネス プロ トコル を改訂 しま した。

(2)標 準メ ッセー ジ

従来 の見積、注文、納入 、出来高、請求、支払 メ ッセー ジ にCADデ ー タ封筒 メッセー ジ、標準単
位 コー ド第一水準 を追加 した 「標 準 ビジネス プロ トコルVer.1.2」(15,750円)を 平成6年11月 に公表

しま した。

2.実 用化の現状

現在、専門委員会 の一つである実用化推進委員会 にお いて、各業務毎 にWGを つ くり組織的 に延べ約

150柱 間でCI-NET導 入 のための 「実 用化 を前提 とした試行(ト ライ ア ル)」 を行 ってお り、すで に一部 は
実用 に入 っています 。

3.今 後の展開

建設省にて、今後15年 間の建設産業の進むべき道を示す 「建設産業政策大綱」及び、それをブレイクダ
ウンした第一期の5ヶ年計画である 「構造改善戦略プログラム」が平成7年 度当初に相次いで公表されまし

たが、そのいずれにおいても情報化の推進が重要施策とされています。具体的にはOA化 の推進、CAD、
EDI、CALSの 活用が掲げられ、これ らの推進主体として当基金が指名されています。また、発注者とし
ての建設省が、建設費の縮減と公共施設の品質確保 ・向上を図るため 「公共事業支援総合システム研究会」

を発足させましたが、これをサポー トするメンバーとして当基金も参画しています。
さらに、平成8年度6月 当基金が発起人となり、通産省の 「企業間高度電子商取引推進事業 」の一環 と

して 「建設CADデ ータ交換コンソーシアム」を設立しました。STEPに 関する検討、CADデ ータ交換 に関
する技術的検討は、このコンソーシアムを中心に行っていくこととな ります。

連絡 先(財)建 設業振興基 金 建設産業情報化推 進セ ンター

〒105東 京都港 区虎 ノ門4-2-12(虎 ノ門4丁 目森 ビル2号 館)

Te103-5473-4573FaxO3-5473-1593

【平 成8年 度活動実績】

● トライアル実施の拡大(延 べ約150社)

●CI-NETコ ー ド(ト ライアル用資機材 中間 コー ド約15万 件)の 標 準化の検討

●通信手順、CALSに 関する調査、及び 、その他技術的な 問題へ の対応

●設備CADデ ータ交換用 フ ォーマ ッ トの検 討及び トライ アル

●CI-NETシ ンポジウム`960SAKA開 催(平 成8年9月)

【平成9年 度活動予定】

●実用化 トライアル実施の拡大

●高速伝送手順の検討

●公共発注者等とのCADデ ータ交換ガイ ドライン策定の検討

●CI-NETシ ンポジウム'97TOKYOの 開催(平 成9年11月)
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7.(社)鋼 材 倶 楽 部 (THEKOZAICLUB)

社団法人鋼材倶楽部は、昭和22年12月 に設立された鉄鋼業界の全国的な組織で、主要なメーカーと流

通を担う商社で構成された、国内はもとより諸外国にも例をみないユニークな業界団体です。(会 員:メ ー

カー43社 、商社75社)

鉄鋼は産業発展と国民生活の向上に欠 くことのできない基礎資材です。当倶楽部は鉄鋼の需要 ・流通に

関する調査 ・分析、統計資料の作成整備ならびに情報の収集を通 じて鉄鋼需給の円滑化、適正化につ とめ

るとともに、建築 ・土木 ・海洋開発等の分野における鉄鋼の新市場開発 とその有効な利用促進を図ること

によ り、国民経済の健全な発展に貢献しています。

標準化活動に関しましては、昭和43年 から帳票コー ド委員会(現 、鉄鋼流通情報化委員会)に て鉄鋼メー

カー ・商社間における受発注、送状兼請求情報等の標準化を進め、一定の成果を収めてまいりましたが、

平成2年 ～5年 には鉄鋼ネットワーク研究会 と連携 しなが らEDI標 準の集中開発を行いました。また、平成

6年以降は、鉄鋼EDIが 実用化フェーズに移行 したのを踏まえ設置された 「鉄鋼EDIセ ンター」((社)鋼 材

倶楽部/鉄 鋼流通情報化委員会の下部組織)に おいて、標準の開発 ・維持管理 ・調整活動また鉄鋼業界の

対外窓口としての活動を実施 しています。

(EDIに ついて取組状況)

現在は、 「鉄鋼EDI標 準」を基 にEDIの 実運用の拡大のための、①業界内の鉄鋼EDI適 用に関する合意形

成、②対面業界との標準内容の調整を軸とした活動を実施中。

連絡 先(社)鋼 材倶 楽部 情報開発部EDI推 進 課

〒103東 京都中央区 日本橋茅 場町3-2-10鉄 鋼会館2階

TELO3-3669-4820FAXO3-3639-5249

・(社)鋼 材倶 楽部 鉄鋼EDIセ ンター(事 務所)

〒103東 京都中央区 日本橋茅場町3-2-10鉄 鋼会館4階

TelO3-3669-5711FaxO3-3669-5798

【平成8年 度活動実績】

鉄鋼流通情報化委員会/鉄 鋼EDIセ ンターにて下記事業を実施。

(1)主 な活動

[「鉄鋼EDI標 準」の整備]
・特殊鋼分野における適用研究の標準への組み入れ

・品質メッセージの鋼種統合化/棒 線以外の条鋼品種への展開

・バーコー ドに関する基礎研究(二 次元バーコー ド等)

・標準書の全面改訂作業

[標準の実用化]
・特殊鋼倶楽部との連携(標 準メッセージの統一)

・鉄鋼EC事 業を通じた 日本電機工業会との連携

[その他]
・東南アジア日系需要家とのEDI化 に関する具体的検討

・通商産業省/CIIか ら 「イ ンターラクティブEDIの 調査研究事業」を委託

(2)セ ミナーの開催
・鉄鋼EDIセ ミナー(仙 台、名古屋)

(3)その他
・CII標準企業コー ドの発番
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【平成9年 度活動予定】

主 な活動計画

[鉄鋼BC事 業 との連携(新 規事業)]

・鉄鋼EC研 究会 への後方支援

・鉄鋼ECの 実用化 に向 けた検討

[中 間物流分野 のEDI実 用化促進方策 の検 討な らび に実施]

・現行EDIの 普及課題 の整理 と実行方策 の取 りま とめ

[通商産業省/CIIか らの受託事 業の実施]

・EDIの 海外接続実験

[標準 の整備]

・ 「鉄鋼EDI標 準(1997年 版)」 の刊行

・ 「鉄鋼EDI標 準(英 語版)」 の作成

・輸 出用鉄鋼バー コー ド標準の開発 ・整備

・鉄鋼EDIの ホームペー ジ開発

[その他]

・鉄 鋼EDIセ ミナー の開催

・東南 アジアEDI調 査
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8.(社)港 湾物流情報 システム協会 (POLISA)

[設 立]平 成5年(1993年)6月11日

[沿 革]

わが国にコンテナ船が初めて寄港した昭和42年 を境に海上貨物輸送は年々大型化、高速化、多頻度化、

荷役時間短縮化が図 られるようにな り、港湾物流関連業界は船積み手続き業務の迅速化、大量かつ集中す

る書類の効率処理のため電算化を進めてきました。しかし、関連業界間で受け渡される書類には使送便や

再入力作業を伴い、さらに転記ミスや再入力ミスがあり効率化を妨げる要因となってきた。これを解決す

るため港湾物流情報システムの開発研究が昭和49年 に始まり、異なる企業間をオンラインで結んで船積関

係書類の情報を授受するSHIPNETS構 想が昭和55年 に提唱された。これに船社、海貨、検量、検数の四業

界が参加 して5年 間に亘り設計、開発、実験を行い昭和61年(1986年)4月 任意団体として 「SHIPNETSセ

ンター」が発足、 日本で初めての異業種間EDI(電 子データ交換)事 業を開始 しました。

世界標準uN/EDIFAcr(国 連/行 政、商業および運輸のためのEDI)の 導入、普及が欧米で進み、わが

国の港湾物流分野も的確な対応を迫られてきました。この様な背景の下、EDI支 援システムの開発、導入、

啓蒙普及を総合的に推進する中核体 としてrSHIPNETSセ ンター」から(社)港 湾物流情報システム協会

に改組され、平成5年6月 運輸省の認可を得て事業を開始しました。

[組 織]役 員28名(会 長 、副会長 、常勤 理事、理事、監事)

会員:正 会員154社 、準会員9社 、賛助会員6社 、事務局9名

[事 業]

(1)港湾物流の効率化を図るための情報システムに関する

① 調査 ・研究 ・開発 ② 情報の収集 ・提供

③ 研修 ④ 相談 ・指導

⑤ 刊行物の発行 ⑥ 運営 ・保守管理

⑦ 啓蒙 ・普及

(2)その他、港湾物流に関わる事業の健全な発展に寄与するために必要な事業

[展 望]

運輸省は事業者が連携 して行 う電子計算機の利用の態様、その実施の方法及びその実施に当たって配慮

すべき事項についての指針を策定し、公布しました(告 示第394号)。 この告示により、国際物流EDI導

入 ・推進のため物流EDI推 進機構が発足 し、その国際部門である国際物流EDI推 進部会の事務局 として当

協会が指名され、実用化推進事業を担うことにな りました。

これからの情報化コンセプ トは、対象業務 として輸出、輸入、NVOCC(海 上運送利用業者)の みなら

ず船舶管理、コンテナ管理も包含し、さらに対象船はコンテナ船だけではなく、在来船、自動車船も含み、

日本のすべての港で、税関、船社はじめあらゆる物流関連業界、省庁をリンクする港湾VANを 整備 して、

EDI化 を実現することにあります。既存の共同利用型ネッ トワークを機能改善 した上で、関連ネ ットワー

ク(POLINET/S.CNET/S.FNET)を 相互接続する 「港湾VAN」 を整備 し、活用 していくことを研究 していま

す。さらに、平成11年10月 に更改予定の海上貨物通関システム(SEA-NACCS)と の相互接続も重要な検討

課題 と位置付け、研究作業を進めています。

このようなEDI推 進の展望を踏まえ、港湾VANの 中核を目指して協会はPOLINET中 期整備計画を策定 し、

平成8年 度から具体的な整備事業の推進に着手 しています。

また、EDIの 意義 ・必要性 ・導入方策等について啓蒙普及を強力に図り、港湾物流に携わる各種企業が

その推進に必要とする人材確保などを支援すると共に、ネッ トワークの参加者、業種の拡大、利用促進を

図るために、EDIに 必要なパ ソコンベースの汎用変換ソフ トウエアの導入ガイ ドラインの作成、開発、提

供事業を進めています。

連絡 先(社)港 湾物流情報 システム協会

〒104東 京都中央区八丁堀4-7-6第 二東邦 ビル2階

TelO3-3555-8777FaxO3-3555-8779
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9. 玉z、 」 ヒ協 セ ンタ ーCICC

財団法人国際情報化協力センター(略 称CICC)は 、情報化を進めようとする国に対する支援 ・協力を

推進する目的で、1983年6月1日 に設立されました。先進国における情報化の進展は目覚ましく、経済社会

の発展に大きく寄与 していますが、これ らの国々の情報化は著 しく立ち後れています。 このため、情報化

の推進 を図るため、次の様な事業を行っています。

■情報技術コンサルティング

各国の情報化のためのインフラス トラクチャーとなるようなプロジェクトに対 して、その計画立案の

段階から技術的内容に関するコンサルティングのため、双方の専門家の派遣 ・招牌による意見交換或い

は調査の実施などを行っています。

■共同研究開発

各国と共同して情報技術分野で、次の共同研究を行ってお ります。
・簡易操作型電子設計 ・生産支援システム(MA皿C)に 関する研究協力

中国、イン ドネシア、シンガポール、マ レーシア、タイとの共同プロジェク ト

■コンピュータ ・システム技術研修

1.国 内研修

各国か らの研修生を日本に招聰して技術研修を実施 しています。
・クライアント/サ ーバシステムインテグレーション

・クライアント/サ ーバアプリケーションシステム開発

・マルチメディアシステム開発

・ネットワークシステム開発

・CASEツ ールによるオブジェク ト指向システム開発

・オブジェクト指向分析 ・設計

・プロジェクト管理 など

2.現 地研修

■情報技術の国際標準化推進

アジア諸国が情報技術の標準化について各国間の意見の交流を深める場として、アジア情報技術標準

化フォーラム(AFSIT)を 主催 しています。

■国際交流

「二国間情報化協力会議」を開催 し当該相手国の情報化推進を支援しています。また、東南アジア地

域コンピュータ連合(略 称SEARCC)に 参加し、日本の情報技術や情報化の状況などを紹介しています。

■調査 ・情報提供

各国の政府機関や関係機関な どとの密接な連絡のもとに、各国の情報化に関する情報、データ、文献

などの整備と分析を行って、賛助会員への情報提供サー ビスを行っています。

■出版 ・インターネッ トによる情報発信

定期刊行物、各種調査 レポー ト、ホームページ(http:〃www.cicc.or.jp)

連絡先(財)国 際情報化協 力セ ンター

〒108東 京都港 区三 田3-13-16三 田43森 ビル15階

TelO3-3457-0941FaxO3-3457-0944

【平成9年 度活動予定】

日中情報産業シンポジウム/展 示会

二国間情報化協力会議(ベ トナム)

MATIC中 間成果発表会(東 京)

第11回AFSIT(東 京)

多言語情報処理技術標準化国際シンポジウム(東 京)

SEARCC'97(イ ンド)
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10.一 首 流" シス ーム 籏 会CPTI

写真業界では、1987年2月 にビジネスプロ トコルの標準化を検討することを目的とし、*写 真関係6団 体

により 「写真業界流通情報システム化懇談会」が設立されました。

この懇談会で、とくに取引伝票、取引コー ド、データ交換フォーマッ ト及び伝送制御手順の4テ ーマに

ついて標準化作業が開始 されました。この標準化作業はその後同懇談会か ら 「写真業界流通情報システム

協議会」に受け継がれ、今 日に至っています。

この協議会でこれまでに標準化 された事項は以下の9項 目です。

(1)伝 票の標準化(写 真業界統一伝票)

(2)商 品コー ドの標準化(JANコ ー ド)

(3)取 引先コー ドの標準化(共 通取引先コー ド)

(4)伝送制御手順の標準化

(5)データ交換 フォーマッ トの標準化

(6)データ交換規約の標準化

(7)データ交換運用諸規則 の標準化

(8)DP専 用インス トアーコー ドの標準化

(9)JANコ ー ド等商品情報連絡用フォーマットの標準化

1996年4月 発行の総合マニュアル改訂第4版 に追加された事項は以下の2項 目です。

(1)品名標記の標準化

(2)DP製 品に関する標準化

現在は以下の3項 目を中心に活動 していく予定です。

(1)写 真業界ネ ットワーク構築に関する調査研究

(2)写 真業におけるイ ンターネット活用の研究

(3)ラ ボ関係に関する標準化作業

なお、DP製 品標準コー ド体系がまとまり、今後ラボ業界で全国的に使用されていく予定です。

*写 真関係6団 体:

・全日本写真材料商組合連合会

・日本写真映像用品工業会

・写真流通商社連合会

・写真感光材料工業会

・全 日本カラーラボ協会連合会

・日本写真機工業会

連絡先 写真 業界流通情報 システム協議会(日 本写真機 工業会

〒102東 京都千代 田区一番 町25JCIIビ ル

TelO3-5276-3891FaxO3-5276-3893

国内業務部)
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一
1.事 業概要

当財団は昭和46年11月 に設立されました。主な事業概要は次の通 りです。

(1)HIIS-NET情 報事業:通 産省告示第172号(住 宅設備機器等流適業における電子計算機の連携利用に

関する指針)の 実施体制機関として、住宅産業界における電子情報システムのネッ トワーク化によ

る情報事業を実施 しています。

(2)住宅産業のあり方に関する調査研究事業:住 宅産業技術革新、高度情報化のめざましく進展する

国際化社会の中にあってライフスタイルの変化に対応する諸問題を、学識経験者か らなる委員会を

それぞれ設置 し調査研究を実施 しています。

(3)情報提供事業:関 係諸官庁や住宅産業関連団体及び関連企業等から住宅関連情報を収集 し、提供

しています。また、最近の内外住宅統計を収録した住宅産業ハ ンドブック等を出版 しています。

(4)通信教育講座:キ ッチンスペシャリス ト資格認定試験の受験希望者を対象に、人材育成の一環と

して通信教育講座を実施しています。

2.EDIに ついての取組経緯

昭和62年 に委員会を発足させ、住宅産業界における業界標準の作成事業を進めてきた結果、平成4年8

月に標準ビジネスプロトコルVER.1.0を 完成 しました。

続いてセミナー、説明会等の普及 ・啓蒙活動、マスコミに対する発表等の広報活動を行いなが ら、各

企業への参加勧誘を行い、平成5年9月 よ りトライアル実施、同年12月 よ りHIIS-NET情 報事業として稼

働を開始する段階に入 りました。平成9年6月 現在、メーカー3社 、商社2社 、問屋2社 、合計7社 の間で出

荷情報の交換を実施 しています。

平成8年2月 には、住宅産業情報システムネッ トワーク説明書を改定し、普及 ・啓蒙に努めています。

また、平成8年7月 より、企業間高度電子商取引推進事業の一環として進め られている建材産業情報化

研究開発事業(KISS:建 材インフォメーションサー ビスシステム)に 参加し、CAD－ 各企業サーバ結

合システム及び1-EDIシステムの開発を担当しています。

CAD－ 各企業サーバ結合システムはナビゲーションシステムによってハウスメーカー ・ビルダー等

のCAD業 務の効率化を図るシステムであり、1-EDIシステムは発注端末の共用化及びイ ンタラクティブ

EDIに より業務の効率化を図るシステムです。

平成9年 度はそれぞれのシステムの実証実験 を進める予定です。

3.EDI推 進協議会に期待すること

(1)EDI導入費用に対する特に中小企業向けの強力な支援策(PR、 助成等)の 実施促進

(2)既存の各企業垂直VANと α1-EDIサー ビスとのかかわ り合いについての研究体制確立 とその方向性

の提示

連絡先(財)住 宅産業情報サー ビス 業務第2部

〒105東 京都港 区虎 ノ門1-23-7第23森 ビル

TelO3-3502-8541FaxO3-3503-1339

【平成8年 度活動実績】

平成8年7月 ・住宅産業に係わる高度情報化調査研究委員会にて、情報共有 ・交換の方法等について

調査研究を開始
・建材産業情報化研究開発事業に参加

【平成9年 度活動予定】

平成9年7月 ・住宅産業に係わる高度情報化調査研究委員会にて、情報システムの課題について研究
を開始
・建材産業情報化研究開発事業におけるCAD－ 各企業サーバ結合システム及び1-EDIシス

テムの実証実験
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12. (社)情 報サー ビス産 業協会(JISA)

(社)情 報サービス産業協会は、情報サービス産業の全国的な業界団体 として、昭和59年 に通商産

業省の認可を受けて誕生 し、その前身である(社)ソ フトウェア産業振興協会と(社)日 本情報センター

協会の時代から数えると25年の歴史を有 しておりま す。会員数は平成9年6月30日 現在で正会員556社 、

賛助会員84社 の計640社 で構成されています。

当協会は日本の有力なソフトウェア企業や情報処理サービス企業を網羅 し、業界の地位向上と経営の

高度化に基本理念をおき、20の 委員会、その他懇談会、研究会、地区会等を擁 し、①会員のビジネス ・

サポー ト②新規市場の開拓③業界内外の交流の場の拡大等、国内はもとより国際的にも活発な活動を展

開してお ります。

情報サー ビス産業がさらなる発展を遂げるためには、EC/CALSあ るいはインターネットの普及など、

社会や産業、個人にまで及ぶネットワーク化の進展のなかで、 「情報技術を活用 した日本経済の活性化」

に貢献することが重要であり、そのためにEDIは もとよ りネットワーク関連事業全般 について以下のよ

うな活動を展開してお ります。

特に、平成8年 度はEDIを 含む広い概念としてのEC/CALSに 注目し、ソフ トウェアCA】LS委員会を設

置し、システム構築取引におけるCALS適 用について検討 するとともに情報通信委員会ではインターネッ

トに焦点を当て、今後の情報通信インフラとしてのインターネットの将来性に関する検討を行いました。

連 絡 先(社)情 報 サ ー ビ ス 産 業 協 会

〒135-73東 京 都 江 東 区 青 海2-45タ イ ム24ビ ル17階

Te103-5500-2610FaxO3-5500-2630

ホ ー ム ペ ー ジ:http://www.jisa.or.jp
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13. ' 几理 互' 希・協△INTAP

INTAP(lnteroperabilityTechnologyAssociationforInfomationProcessing,Japan)は 、昭和60年(1985年)に

通商産業大臣の認可を得て設立された公益法人です。

本財団は、情報処理における相互運用技術に関して、研究開発、調査研究、普及啓発等を行 うことによ

り、情報技術の進展および情報処理の振興を図り、もって情報化社会の健全な発展に寄与するとともに我

が国産業、経済の発展および国際社会への貢献に資することを目的としています。

① 次世代ネットワーク技術に関する調査研究

近未来にニーズが顕在化すると予見 される情報通信基盤および超高速ネッ トワークについて、インター

オペラビリティの確保の視点か ら調査研究を行 う。

② 新 しいネットワーク環境に対応 した実装規約の開発

開発 した実装規約はJIS(別 冊参考)と して公開するとともに、AOWに 討議用原案を提出し、国際標

準プロフィル(ISP)と してISOに 寄書する。

③ 実装規約に準拠する権威ある評価技術の確立とサー ビスの提供

国際性のある製品評価の試験検証技術を確立 し、通商産業大臣告示に基づ く認定試験テス トサービス

を提供する。

④ ネットワーク製品の評価技術 と相互運用性の推進およびテス トベッドの整備

相互運用性の確保のための規格適合性試験 と相互運用性試験およびテス トベッド機能を整備する。

⑤ コンピュータネットワーキングの相互運用性確保に必要な実装規約 と品質評価技術についての国際

協調

(イ)ア ジア ・太洋州ワークショップ(AOW)の 主催、(ロ)相 互運用性の評価技術 と国際調整

⑥ インターオペラビリティ技術に関する普及広報

会報(INTAPジ ャーナル)の 発行、セミナーの開催等により相互運用性技術の普及を図る。

当協会は上記事業に賛同いただく企業団体で構成され、平成9年5月 現在の会員数は37で す。

連 絡 先(財)情 報 処 理 相 互 運 用 技 術 協 会 総 務 部

〒160東 京 都 新 宿 区 大 京 町24住 友 外 苑 ビ ル3階

TelO3-3358-2721FaxO3-3358-4753ホ ー ム ペ ー ジ:http:〃www.intap.or.jp

【平成8年 度活動実績】

実装規約の開発、製品の規格適合性試験サービスおよび相互運用性試験環境の整備等の事業を国際標準

(開放型システム間相互接続)お よびdefact標準との共存、融合を視野に入れて行った。

①実装規約は第4版 補遺を公開したほか、現実の技術環境に対応して新しくmTAP標 準(ATM、 ディマ

ンドプライオ リティLAN、100BASE-X)を 開発し公開した。

②情報処理のグローバルな相互運用性を実現するためセキュアな通信の基盤技術となるオープンシステ

ム環境実装規約をINTAP標 準として開発 した。

③オープンインタフェース技術に関する情報の収集と、これに係るオープンインタフェースインベント

リ(011)の 構築に着手した。

④試験検証センター(lcrc)は 、osl管 理のシステム管理機能(sMF)テ ス トツールの開発及びF手 順

テス トベッドの開発を完了、試験サー ビスを開始 した。

【平成9年 度活動計画】

①セキュアでオープンなネットワークシステム構築のための技術の確立に向けた調査研究

②GII推進のための基盤技術に対する貢献

③実利用に向けた規約整備/関 連情報提供等の推進

④テス ト技術の維持及び国際協調
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15.(財)製 造 科 学 技 術 セ ンター

(財)国 際 ロボット・FA技 術セ ンターは、わが国産業の発展と繁栄を図り、産業基盤を形成す る製造

活動の高度化を図るため、ロボ ット、工作機械等を活用したフレキシブルな自動化システム(ロ ボ ット・

FA技 術)に 関する研究開発、国際共同研究、標準化等に取 り組む ことを目的として、昭和60年6月 、通商

産業大臣の認可を得て設立された。

以来10余 年の歳月を経る中で、経済活動のグローバル化の進展、技術の革新、環境意識の高まり、社会

ニーズの変化等、わが国製造活動を取 り巻 く環境は大きく変化してきている。

本財団は、 こうした製造活動を取 り巻 く新たな課題に対処するため、モノの製造局面だけでな く、製造

物のライフサイクルやシステムと人の役割等に関する調査研究等についても、同時に取 り組む ことが、製

造活動の高度化に極めて効果 的であるとの観点か ら、平成9年5月 、これまでの 「ロボッ ト・FA技 術 」に

関する事業に加え、 「製造業 に係わる人の活動支援、製造物の修理 ・修繕及び有効利用に関する科学技術」

に関する事業に加え、かつ名称 も(財)国 際ロボッ ト・FA技 術センターから(財)製 造科学技術セ ンター

に変更 した。

現在実施している主な事業は、

1.標 準化事業 としては、①ISO/TC184(産 業オー トメーションと統合)の 審…議参加、②統合オープ

ン制御 システムの調査研究(国 際標準創成型研究開発制度)、 ③FAコ ントローラの標準仕様の開発。

2.研 究開発事業としては、インバース ・マニュファクチャリングに係る製品環境情報システム及び製

品ライフサイクル ・データベースの研究開発。

3.調 査研究事業 としては、①欧州 にお けるロボ ット・FA技 術の動向調査、②産業機 械製造業 の高度

化に関する調査研究、③インバース ・マニュファクチャリングシステムに関する調査研究、④社会資

本等のメンテナンスに関する調査研究、⑤人間型ロボット開発に関する調査研究。

4.国 際共同研究事業としてIMSプ ログラムの推進。

連絡先(財)製 造科学技術 セ ンター

〒105東 京都港 区愛 宕1-2-2第9森 ビル

TELO3-5472-2561FAXO3-5472-2567
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16.石 油 化 学 工 業 協 会(JPCA)

石油化学工業は、石油や天然ガスを原料 として合成樹脂、合成繊維原料、合成ゴムなど多種多様な化学

製品を製造し、その用途は自動車、家電、日用雑貨等あらゆる分野に使われ、国民生活の向上に大きく貢

献しています。石油化学工業協会は、昭和33年6月 に設立 され、現在石油化学製品の生産会社 を中心とし

た33社 の会員により構成してお ります。事業内容は、会員相互の親睦、連絡、協調を図 り、石油化学産業

に係わる種々の問題について調査研究、情報収集、意見の発表及び関連業界 との連絡等を行っております。

当協会のEDI推 進活動に当たっては、情報通信委員会、 ビジネスプロ トコル小委員会 において、昭和60

年8月 よりビジネスプロトコルの標準化にっいて検討を開始し、二度に亘るモデル案の策定を経て、平成2

年2月 に石化協標準ビジネスプロトコル(JPCA-BP)を 設定致しま した。その後、CHシ ンタックスルール

への対応、(社)日 本貿易会との会合を重ね、平成4年7月 よ り同標準に基づいた大手総合商社 との本格的

な電子取引が開始 されました。

また、中小企業への情報化推進活動 として、平成5年10月 には、大手商社以外の専門商社を対象 とした

パソコン用受発注パッケー ジソフト(JPCA受 発注パ ッケージ)を 開発 し、その運用 ・維持管理 に努めて

お ります。

さらに、平成8年 度からは、通産省の 「企業間高度電子商取 引推進事業」の一環として、石油化学業界

におけるエ レクトロニック ・コマースの推進を図るため、上記既存システムをベースに受発注EDIの 普及 ・

拡大、物流標準EDIの 推進、さらには電子マーケッ トへの対応について具体的検討 ・作業を進 めており、

今後の石油化学業界における重要テーマ として、積極的に取 り組んでおります。

最後に、本協議会がEDI普 及に関する牽引車となり、国内外にわたるEDI導 入が早期化 され、今後ます

ます関係省庁や団体等、業際間における意見交換の場となることを切望してお ります。

連絡先 石油化学工業協会 総務 部

〒100東 京都千代 田区内幸町2-1-1飯 野 ビル

Te103-3501-2151FaxO3-3501-3895

【平成8年 度活動実績】

・石 油化学業界 にお けるエ レク トロニ ック ・コマー スの推 進活 動

・JPCA-BP 、JPCA受 発注パ ッケー ジの運 用管理等

・日本貿易会 との情報交換会 の実施

・EDI推 進協議会主催 「平成8年 度普及研 修会」参加

【平成9年 度活動予定】

・石油化 学業界 におけるエ レク トロニ ック ・コマー スの推進

・JPCA-BP、JPCA受 発注パ ッケー ジの運用管理等

・EDIに 関する内外 の動 向把握 及び調査 ・分析

・情報関連団体 の各種 委員会への参 加 ・協 力

・JPCA-RDBの 構築
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17.石"車 盟(PAJ

石油連盟(PetroleumAssociationofJapan)は 、1955(昭 和30)年11月 、我が 国の石 油精製 ・元 売会社 、

すなわ ち、原 油の輸入 ・精製、石油製品 の全 国的な販 売を行 って いる企業 の団体 として創立 され、現 在、

24社 の会員 会社で構成 されてい ます。

我 が国の産業活動や国民生活 に とって、一次エネルギー供給の約60%を 占める石油 は、重要な基礎物質

です 。 しか し、必要 とす る原油 の99.7%を 中東 をはじめ とす る海 外の産 油国か ら輸入 してい ます。 このた

め、石油の安定供給 の確保 は、我 が国のエネルギー政策 の重要な課 題 とな って います。

石油連盟は 、内外 の石油情勢 を的確 に把握 して適切 な対策 を講 じること、石油 および石油産業 の社会 的

重要性 につ いて広 く理解 を得 る ことな どを重要 な業務 としています。

石油連盟 の組織 は、最高決議機関で ある理事会 の下 に常務 会、さ らにそ の下 部に政策、調査 、環 境安 全、

技術、財務 、石 油税 制、運 輸、広報、備 蓄、空港の10委 員会、36小 委員会 ・専 門委員会 を もち、その ほか

に石油連盟会 員会 社以外の参加 ・協 力を得て組織 される三つの付置機構 を加えて、全体が構 成 されて いま

す。事務 局は、総務部、技術環境部 、財 務部、内国調査部、外国調 査部 、広報部、油濁対策 部で構成 され

てお り、企 画、調査 、調整 、PR等 、多方面 にわた る業務 を行ってい ます。

石油は一次エネルギーの大宗をなしてお り、あらゆる経済主体と密接な関係をもち、国民生活を支える

役割を果たしています。 このため、石油の安定的、効率的供給体制を確立 していくことは石油業界に課せ

られた社会的使命 といえます。特に燃料油については多くの産業界 と取引関係にあ り、その受発注業務等

の効率化のためにもEDIを 核 とする高度情報化 システムの構築が不可欠と考えられるようにな ってきまし

た。そのためには関係業界が産業全体にも及ぶ規模であるという実態に即して、業種 ・業態横断的に使用

可能な関係各業界によるコンセンサスによる 「標準メッセージ」を開発する必要があります。

当連盟では、このような状況をふまえ、平成8年 度よ り 「EDI専門委員会」を設置 し 「燃料油標準EDI」

の開発に着手いたしました。

連絡先:石 油連盟(担 当:内 国調査部 内国調査課)

〒100東 京 都千代 田区大手町1-9-4経 団連会館

Te103-3279-3814FaxO3-3242-5688

【平成9年 度活動予定】

・燃料油標準EDIの 導入に係わる準備(調 査 ・開発)

・電気事業連合会殿との燃料油受発注EDIに 関する準備
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18. セ メ ン ト ムJCA

1.事 業内容

(社)セ メン ト協会はセメン ト製造会社を会員として昭和23年(1948年)2月 に設立された団体で、現

在の会員数は20社 です。事業の目的は、 「セメントの生産、流通及び消費の増進ならびに改革を図り、わ

が国産業の発展と国民生活の向上に寄与すること」で主たる事業は以下のようになっています。

①セメントの生産、流通及び消費に関する調査及び情報提供

②セメント事業の合理化方策の推進

③セメントに関する広報普及活動

④セメント及びコンクリー トに関する学術的 ・技術的調査、試験研究及び技術的指導

⑤国会 ・政府等に対する具申または答申等

上記の業務を遂行するため、理事会の下に10の委員会を組織し、さらにその下部組織として各種専門委

・ 員会を設け、数々の活動を行っています。

2.情 報関連活動

当協会の情報化の活動は高度情報化 に対応するため、昭和59年10月 に 「情報化研究会」を発足させたの

をきっかけに、昭和61年5月 に情報推進専門委員会を設置し、 「セメン ト業界VAN推 進」の基本方針の下

に、昭和62年7月 より当協会と加盟各社との間に 「ネッ トワーク」を構築 し、セメン ト需給関係統計調査

を中心に、データの迅速かつ正確な集計処理等の活動を行っています。

3.EDIと しての取 り組み

平成5年4月 より情報専門委員会の下部機関の情報企 画部会として引継ぎ、各産業界業界団体のEDI動 向

等の情報を収集、研究してお ります。

連 絡 先(社)セ メ ン ト協 会 調 査 部

〒104東 京 都 中 央 区 京 橋1-10-3服 部 ビ ル4階

TelO3-3561・ ・8633FaxO3-3567-8570

【平成8年 度活動実績】

・情報専門委員会

・建設産業情報化研究開発事業(Kiss)に 参加 し、各WGに て業務協力

【平成9年 度活動予定】

・情報専門委員会

・建設産業情報化研究開発事業(Kiss)に 参加し業務協力

・前年度業務の継続予定
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19.繊 維産 業構i造改善事業協会(TIRA)

当事業協会は、昭和42年9月1日 に特定繊維工業構造改善臨時措置法に基づき設立されました。設立以来
一貫して繊維工業の構造改善業務を担当してお り、平成6年 からは小売業を事業対 象に含めると共に、名

称を繊維産業構造改善事業協会に改め、構造改善事業の支援の他、繊維産業振興のための需要開拓、取引

の適正化、情報の収集 ・提供、情報化に関する調査研究などの事業活動を展開してお ります。 このうち、

情報化に関する事業は、平成5年12月 に繊維工業審議会及び産業構造審議会か ら通商産業大臣に答申され

ました新繊維 ビジョン 「今後の繊維産業及びその施策の在 り方」を受けて、平成6年 度か らクイックレス

ポンス(QR)を 実現する上で不可欠な繊維産業情報ネ ットワーク構築のために必 要な基盤整備事業 とし

てQR基 盤整備委員会を設 置し、QRコ ・一一ドセンターの構築、EDIの 標準化及びPOS情 報分析システムの開

発などを行ってきました。これらの成果に基づきまして、平成9年 度は、QRコ ー ドセンターの本格稼働、

POS売 れ筋分析普及形システムの開発、EDI標 準メッセージの作成 ・改良及び評価などの事業を行います。

また、平成7年 度か らQRに 基づく繊維産業における情報化を一段と加速するため、EDIを はじめ とする情

報技術を活用 して生産 ・流通を短縮 ・効率化するTIIP事業を行っています。さらに、平成6年9月 に設立さ

れましたQR推 進のための業種横断的組織であるQR推 進協議会(会 長 瀧澤 三郎)の 事務局 として事業運

営の支援を行っています。

連絡先 繊維産 業構 造改善事業協会 繊維 フ ァッション情報セ ンター

〒105東 京 都港区西新橋1-6-21大 和銀行虎 ノ門 ビル6階

Te103-3503-7791FaxO3-3503-7838

【平成8年 度活動実績 】

TIIP事 業の推進及びQR基 盤整備 委員会並 びにQR推 進協議会の運営 を行 いま した。

主 な活動項 目は以下 の とお りです。

・TIIP実 証実験ネ ッ トワー クの構築、運用

・EDI対 応業務 システ ムの開発

・QRコ ー ドセ ンター ・システムの試行運用

・EDIの 試行運用 ・評価(平 成7年 度 標準 メッセー ジ作成分)

・EDI標 準 メッセー ジ(第 一版)の 作成

・POS売 れ 筋分析 プロ トタイプ ・システム開発

・TAリ ンケージ用EDIの 試行運用 ・評価

【平成9年 度活 動予定】

TIIP事 業の推 進及びQR技 術委員会(仮 称)並 び にQR推 進協議会 の運営 を行 います。

主な活動項 目は、以下 の とお りです 。

・nlP実 証実験 ネ ッ トワー クの運用

・EDI対 応業務 システム の開発 ・実 証

・QRコ ー ドセ ンター の本格稼働

・BDI標 準 メ ッセージ の作成 ・改 良及び評価

・EDI 、マーキ ング(JAN、SCM、 ロールID)等 の検 討

・POS売 れ筋分析 システム 開発

*QR推 進協議会

総会員数347(法 人会員218、 団体会員63、 賛助 会員66)
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20.全 国 コイ ル セ ンタ ー 工 業 組 合

[工業組合の概要]

全国コイルセンター工業組合(理 事長:稗 田晃也 大阪鋼圧(株)代 表取締役会長)は 、薄鋼板切断加

工業者(コ イルセンター)の 全国団体で、鉄鋼メーカーが出荷する鋼帯(コ イル)を 自動車、電機、建材、

機械等広く需 要各産業界の必要とするサイズに切断加工して安定供給する全国150加 工流通業者で組織さ

れている。

コイルセンターの誕生は昭和30年 代 と比較的に新 しい業界で、昭和30年 代に任意団体 として全国組織化

され、その後わが国鉄鋼需要の増大に伴い派生する鉄鋼加工流通業界固有の諸問題解決を目的に、昭和56

年9月 中小企業の組織に関する法律に基づく工業組合に組織 を強化し現在に至っている。

コイルセンターが切断加工して需要各業界に供給する鋼板量は、ピーク時の平成2年 度には2,340万 トン

を記録し、国内全鋼材需要量7,640万 トンの30.6%を 占めるに至っている。

[EDIに 関す る活動]

鉄鋼ネットワーク研究会のEDI標 準化研究活動に対応 して、当工業組合としても薄鋼板流通に於ける中

核的業界としての立場から、EDI標 準化と整備に取 り組む必要があるとの認識に立って、平成5年7月1日 、

技術部会の下部組織 としてEDI専 門分科会(分 科会長委嘱 ・奥澤明男理事 ・技術委員長 ・奥津産業(株)

代表取締役社長)を 新設した。

平成6年10月 、EDI基 礎研究の進展に伴 い、同専門分科会をEDI委 員会(委 員長 ・奥澤明男副理事長)に

改組、組織を強化 して今 日に至っている。

(1)ED1専 門分科会の基礎研究活動

分科会は設立後 、平成6年2月 まで、EDI標 準化 、 トランス レー タ、バー コー ドにつ いて基礎 的研 究を進

め、 「鉄鋼EDI標 準原案」(鉄 鋼ネ ッ トワー ク研 究会編)の 理念 を尊重 して、 これ をベースに コイルセ ン

ター業界の立 場か ら詳細な実行案 の研究 を継続 す ることにな った。 その研 究 の一環 として、平成6年 はパ

イロッ ト・モデル ・コイルセ ンター を数社選定 してEDI標 準化事例研 究 を行 った。

(2)EDI委員会の実用化へ向けての活動

EDI委 員会 は、これまで重ねた基礎研究基盤 に立って、鉄鋼ネッ トワーク研究会 と協力 して第2回 パイ

ロット・モデル ・コイルセンター事例研究を進めるとともに、日本自動車工業会、日本自動車部品工業会、

日本電機工業会等需要各業界のEDI化 への取組みの現状 についてヒアリングを実施した。

以上の調査結果を総合して、同委員会は基礎研究の段階から実用化研究の段階を迎えたとの結論に達 し、

全組合員を対象に 「実施に伴 う混乱と多大な経費の投入回避」を探るアンケー トを配布 した。 この調査結

果は会報 「コイルセ ンター」(No.118一 平成7年7月 号)で 組合員に報告 した。

(3)組合員への啓蒙活動

全組合員にEDIの 知識を普及するため、研究成果報告会を平成7年7月 に東京、10月 に大阪で開催した。

今後も随時必要に応じて開催する方針。

連 絡先 全国 コイルセ ンター工業組 合事務 局

〒104東 京都 中央 区 日本 橋茅場町3-2-10鉄 鋼 会館

Te103-3662-6590FaxO3-3662-7674
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【平成8年 度活動実績】

当年度実施 した研究開発事業を大別すると、①前年度か らの継続事業の完結、②新規研究開発事業とし

ての標準伝票作成の2点 に絞られ る。 この他政府の 「企業間高度電子商取 引推進事業」により、高炉メー

カーが新設 した 「鉄鋼EC研 究会」との合同会議等、各般にわたる活動が積極的に展 開された。 これ らの

諸活動を整理すると以下のとお り要約される。

(1)平 成8年4月 、発足 した鉄鋼EC準 備会とは、同年6月6日 、13日 の両 日、今後の研究開発体制 を巡 り

意見交換を行い、同会の組織的活動開始を待つことになった。

(2)標 準伝票の作成。パイロット企業で実用化モデル運用開始へ。
EDI委 員会は、平成8年8月20日 、第5回 本会議を開いて、 「コイルセ ンター標準伝票」を完成 した。

作成作業完了に至る経過は以下の通 り。

同委員会は、5月13日 開催 した第3回 本委員会で項目WG(関 東委員)、 フォーマッ トWG(関 西 ・

東海委員)の 作業部会設置を決め、先に組合員の協力を得て回収 した 「指定伝票」 「自社伝票」をベー

スに標準伝票を作成、その実用化によってEDI標 準の普及と取 り組むことを決定した。

両作業部会は、7月12日 の第4回 本委員会 に研究成果を持ちよ り、付 き合わせて細部調整を行 い、8

月20日 の第5回 本委員会で最終案を取 り纏め、東京、大阪、名古屋の3地 区で、パイロッ トコイルセン

ターによる実用化研究に着手することになった。

この標準伝票様式制定の意義について同委員会では次のように解説し、その普及に組合員の協力を

要請 している。

多端末化に対処するのがEDI標 準なら、伝票の多様化に対処するのが標準伝票です。

標準化する意義をEDI委 員会では次のように認識 しています。
1)業 界 として、帳票内容に自主的見解を明示する。

2)物 流/南 流に必要な伝票はEDI化 後も残るので統一を早めに推進する。

3)帳 票 としてだけでなくEC対 応の画面表示内容 として統一項 目を活用する。

4)業 界全体への普及で指定納品書を 「標準伝票」に置換 していく。

(3)研 究方針を確立した 「鉄鋼EC研 究会」との合同会議を前後5回 開催 した。

① 平成8年9月12日

② 平 成8年12月17日

③ 平成9年1月13日

④ 平成9年2月7日

⑤ 平成9年2月8日

⑥ 平成9年2月26日

⑦ 平成9年3月14日

鉄鋼EC研 究会と合同会議

同 上

EDI委 員会 による検討会

鉄鋼EC研 究会と集中検討会

同 上

同 上

(鉄鋼会 館)

(同 上)

(同 上)

(NKK熱 海寮)

(同 上)

(鉄 鋼会館)

鉄鋼EC研 究会に評価報告書を提出

鉄鋼EC研 究会は、初年度 の研究報告書を3月末に通商産 業省に提出、2年 度に電機業界 とのEC実 用

化共同研究 に入 るが、この一連の研究にはコイルセンターの協力が不可欠 としている。当EDI委 員会

としても、この事業に積極的に協力 し、同研究会が作成した 「オープンEDIデ ーター定義標準案」評

価報告書を3月 中旬に取 り纏め、諮問に応えている。
EDI委 員会の評価報告書の結論は以下の通 り。

今回の評価対象となった下記の案件は、検証/調 整の過程において、全国コイルセンター工業組合

EDI委 員会からの確認事項に対 して両者による調整を経て、適切な対応がなされました。

従って、評価対象の総てに於いて問題はありません。残された研究課題が滞 りなく完遂され実用化

されんことを願ってやみません。

評価対象 1、 項 目辞書

H、 標準 コー ド ・項 目解説書

面、オー プンDB(高 炉)標 準デ ー タ レコー ド定 義書

lV、 オー プンDB(流 通基地)標 準デ ー タ レコー ド定 義書

V、 オー プンDB(コ イルセ ンター)標 準デ ー タ レコー ド定 義書

VI、 オー プンDB(需 要家)標 準デ ー タ レコー ド定義書

W、 アクセ ス制御DB標 準デ ー タ レコー ド定義書

[平成9年 度の活動予定]

(1)鉄 鋼EC研 究会との合同会議による研究開発の推進。

(2)標 準伝票普及実用化のための基礎研究の継続。

(3)鉄 鋼流通関連団体との共同研究体制の整備推進。
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本会は、自動車部品の販売を行う者のうち、主として自動車分解整備業者への販売を行う者(以 下自

動車部品商という)の 事業活動の高度化を通じて、その健全な発展を図るとともに、自動車部品の円滑

な供給に資し、もって自動車の機能の維持 ・確保 に供し、我が国産業経済の安定的な発展と国民生活の

向上に貢献することを目的とします。

この目的を達成するために本会は次の事業を行 います。

1.自 動車部品の流通に関する調査研究

2.自 動車部品商業の企業経営の改善、合理化 に関する調査研究

3.自 動車部品の品質 ・性能に係わる情報の収集、分析、提供

また、本会の会員は、自動車部品販売業者が構成する都道府県の組合を正会員とし、事業に賛同する

賛助会員 とで構成されてお り、平成9年6月5日 現在の会員数は、正会員45(事 業者数1,048社)賛 助会

員21社 となっています。

■自動車部品販売業界における情報システム

自動車部品販売業界にあっては、自動車メーカー系の補修部品(純 正部品)と 、非自動車メーカー系

の自動車部品卸商の供給する補修部品(優 良部品)が あ り、両者 を扱 う二次卸商として自動車部品商

(以下部品商という)が 存在 します。自動車補修部品は1車 種で2万 点に及ぶ品数があ り、全 自動車メ一

一カーの補修部品は780万 点(管 理 している品番)に もな ります。これ らの補修部品を、一般 ユーザーの

求めに応じて整備工場等へ供給するのは、もはや人知を超えています。そのため幣会では、電算機利用

研究会を設置し、電算機利用 による自動車部品検索システムや受発注 システムをソフ トウェア会社(翼

システム)と ともに開発 してきました。今後はEDIの 研究にも取 り組むこととしてお ります。

連絡先(社)全 国 自動車部 品商 団体連合会(略 称:全 部連)

〒110東 京 都台東 区上 野7-12-13協 和 ビル5階

TelO3-3847-8682FaxO3-3847-0882
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23.全 玉 、 、 、約 連A△ 全 、 連

〈鉄鋼特約店とは〉

当連合会}よ 鋼材販売業者の団体である。鉄鋼業界では、 「特約店」 と呼称されている。その 「特約店」

という言葉は戦中、戦後の統制経済で使われた言葉がそのまま業界用語 として残っているだけで実質はな

いといっていい。

川上のメーカーか ら川下のユーザーまでの流れのなかでは、2次 流通業者 に大別される。例外はあるが

メーカーとは直接取引を行っていない。仕入れソースは総合 ・専業商社である。売 り先は中小零細な需要

家が多い。また、特約店 自体 も企業規模か らいえば、大半が中小企業である。

鉄鋼流通におけるその機能は、メーカー、商社が把握しきれないほど細かく、そ して不特定多数な需要

に対応するもので、いわば毛細血管のような役割を果たしている。

〈団体概要〉

【創 立】 昭和45年6月17日 に全国10団 体、構成員総数953社 で発足 した。 ちなみ に、現 在は全国32

団体、構成員総 数1,359社 。

【主な活動】 創立以来、一貫して市場の安定、商道徳の高揚をスローガンとしてきた。そのため、メー

カー商社との定期 的な懇談会が月に1回 開催 されてお り、意見 交換の場となっている。ま

た、通産省とは四半期 に一度、需給見通しについて意見 を述べる会合を持っている。その

他、商社の業界団体 とも不定期ではあるが会合を持っている。

定時総会は全国各団体の持ち回り制のようなところがあり、地元団体がホス トとなり運

営に当たっている。だいたい、130名 の役員が出席 している。また、月に1回常任理事会を

開催 し、基本的な運営方針を協議している。

会報は月1回 刊行。その他、数量調査は毎月実施(東 京 ・大阪 ・愛知の特定118社)、 意

識調査は四半期に一度(対 象は全会員)。

昨年9月 よりコンピュータネッ トワークの構築 に向けて研究会 を設立し、活動 を開始 し

た。この研究会の名称は全鉄連流通情報網研究会(略 称DDN)。 現在、東京 ・関東 ・関

西で委員会を組織し、勉強会を開くなどして活発な活動を行っている。

連 絡 先 全 国 鉄 鋼 特 約 店 連 合 会 事 務 局

〒103中 央 区 茅 場 町3-2-10鉄 鋼 会 館 内

Te103-3808-2350FaxO3-3808-2358

E■mailfvghO100@mb.infoweb.or.jp
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24.全 玉 沮A'A会

全国電機卸商組合連合会は、家電製品卸販売業者の全国46都 道府県単組をもって構成する全国組織体で、

家電製品の国内普及と共に年々過熱化する市場競争を憂い、昭和37年 に小売業の育成と卸売業の健全なる

経営の確立、流通秩序の確立、家電業界の健全なる発展を目的として設立され現在に至ってお ります。

会員数は、46団 体、参加組合員数は632社 で正副会長会議、常任理事会、理事会、専門委員会(流 通、

経営、渉外、広報、組織)に 分かれ、家電業界にか ンわる様々の問題に取組んでお ります。

現在の組合員企業はメーカー系列の販売会社であり、関係友好団体である(社)日 本電子機械工業会が

実用化 した業界標準EDIを 取入れ、業務範囲を順次広げている企業 もあ ります。

当連合会と致 しましても、EDI推 進協議会の活動を会員企業ばか りでなく電子部品流通業 、小売業にも

広く周知して行きたいと考えてお ります。

EDI推 進協議会には、業界を越えた標準策定を期待致 します と共 に各企業に対する普及等 、一層の促進

を期待 してお ります。

連絡先 全国電機卸商組合連 合会 事務局

〒113東 京都文京 区湯島3-6-1全 う連会館 内

Te103-3832-4295FaxO3-3831-3034

【平成8年 度活動実績】

平成8年5月21日

7月17日

10月2日

東京都電機卸商業協同組合総会にて平成7年 に推進作成した報告書を基 に各社の物

流改善 ・EDI導入の具体的事業活動を推進することした。

平成8年 度EDI推 進協議会総会に出席した。

全国電子部品流通連合会総会にてEIAJと 電子取引物流改善に取 り組むことを決議 し

た。

また、流通政策研究所 ・専務 野澤建二氏によ りEDIの 推進 と物流効率化 について

講演会を行いJEP会 員の啓蒙 を行った。

東京都商社3社 間でEDI商 社間取引の トライアル を平成8年7月 ～平成9年3月 にかけ

て研究会を持ち実施した。

【平成9年 度活動予定】

平成9年5月16日 総会にて物流効率化 とEDI導 入の講習会の開催を事業計画 した。。

7月16日 平成9年 度EDI推 進協議会総会に参加予定

7月～平成9年3月EDIの 商社間取引を実行にうつしていき取引をより効率的に拡大していく。
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一
当協会は昭和63年 に文具製造に関する任意団体 として設立、平成3年 に社団法人化 しました。現在、

119の 企業及び団体か らなる会員があり、以下のような事業を行っています。

・文具に関する調査及び研究

・情報の収集及び提供業務

・研修会及びセミナー等の開催

・国際見本市の開催

・知的財産所有権の擁護

当協会で実施 している業界情報化の事業として、当協会の外郭団体、 「日本文紙データ交換機構(SE

DIO)」(会 員数269)の 、事務局としての運営管理があります。当機構は、文具及び紙製品業界

(以下、 「文紙業界」)の 近代化、合理化を促進するため、文紙業界の包括的な統一データ交換ネットワー

クを構築 し、データ交換の効率良い運営を図ることにより、文紙業界の健全な発展の向上に寄与すること

を目的に、設立されました。既にバッチ処理による企業間のデータ交換を実施ししてお り、その改善、普

及、さらに、リアルタイム処理実現のための検討を、バッチ部会とリアルタイム部会を設けて行っていま

す。

この他に、昨年度は、 日本小型自動車振興会の補助金による事業として、 「データ交換システム導入推

進等の調査研究」を実施 しました。本事業では、rEDI導 入推進調査委員会」の開催(7年 度は5回 開

催)、10月 にシンガポールで開催された 「COMDEX」 アジア'95の 視察及びシンガポールネット

ワークサービス社の訪問、 「文具 ・紙製品業界EDI導 入推進調査報告書」の作成な どを行 いました。

また、今年度か ら、通商産業省の第2次 補正予算関係の事業として、 「文紙事務器高度情報化実証実験」

を開始 します。

連絡先 社 団法人 全 日本文具協会 専務理事(関 根)

〒111東 京都台東 区柳橋1-2-10東 京文 具共和会舘6階

Te103-5687-0961FaxO3-5687-0340



【平成8年 度事業報告】

① 「電材VAN端 末機利用促進 キャンペーン」を前期に引き続き、平成8年4月1日 より平成8年9月 迄実施

する。利用促進に成果をあげる。

(注)今 回を以てキャンペーンを終了する。

②組合員企業を訪問、機械化実施状況を中心に聴取 ・広報誌r電 材流通』(平 成8年5月 ～10月 号)に 紹

介す る。
・西 日本電設資材(株)

(株)

・昭和電機産業(株) ・(株)坂 本 電気商会 ・滋 賀特 機(株)・ 北 日本 電業

③組合員(本 社企業)対 象に電材VAN推 進に関するアンケー ト調査を実施する。

同調査結果を、第53回 理事会(9月10日 開催)他 に報告する。
(8月9日)

④ 次期電材VANシ ステム 『新端末 ソフ トの開発』 を決定す る。

[第54回 理事会(11月7日 開催)]
・MS-Windows(3 .1及 び95)版 パ ソコンによる端末 ソフ トを立案、開発 に着 手す る。

支払 いは リー ス契約 によ り実行す る。[常 任理 事会(2月19日 開催)]

1)ソ フ ト開発 ・…(株)ソ リマチ技研 と 『請負契約書』 を締結す る。(平 成9年3月)

2)リ ー ス契約 ・… 東芝 クレジ ッ ト(株)と 締結 する。(平 成9年3月)

⑤商 品マ スター の提供 ・… 電材VAN加 入 メーカー の内諾 を得る。

[新端末 ソフ ト ・シス テム検 討会(11月29日 、12月18日 開催]

⑥ 『新端末 ソフ ト開発 に伴 う ・メー カー側 ソフ ト変更打 診』r商 品マス ター標準 フ ォーム設定』 に向け

てVAN加 入 メーカー(9社)を 訪 問 ・ヒヤ リングを実施す る。(平 成9年2月20日 ～3月7日)

【平成8年 度会議開催報告】

平成8年6月21日(金)

平成8年9月4日(水)

平成8年11月29日(金)

平成8年12月18日(水)

平成9年3月19日(水)

①平成8年 度電材VAN委 員会事業運営について

②端末機利用促進キャンペー ン[経 過報告]

①端末機利用促進キャンペー ン

期間満了(9/末)に 伴 う 「終了」を確認する

②電材VAN今 後の運営と新端末ソフ ト・開発について

①r新 端末ソフト』システム検討会を実施

(注)両 日共 メーカー ・端末利用実務者及び開発担当者 ・VAN委 員合

同会議

(注)同 会議にて、メーカー各社へ端末機 利用促進キ ャンペーン結果

報告をする。

①平成8年 度収支見込みと平成9年 度予算(案)

②平成8年 度事業報告と平成9年 度事業計画(案)

③r新 端末ソフ ト開発費』一部利用者負担 について

(=電材VAN運 営財源の確保)

④商品マスターの提供について ・他

【平成9年 度事業計画】

①次期電材VANシ ステムr新 端末ソフ ト』を開発 し展開を図る。
これをベース に 『全 日電材連』r単 組 』主催会議 を通 じ、メーカー合同説明会を開催 『電材VAN

の理解向上と端末機設置促進』rメ ーカーのVAN加 入促進』

②商品コー ドのバーコー ド化を推進する。

③商品マスターr標 準 フォーマット』を設定 し、メーカーの協力を頂き、希望する組合員に提供(有

償)す る。準備出来次第開始する。

④電材VAN普 及 ・発展をめざし、VAN委 員 ・メーカー合同懇談会を開催する。
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27.
生 'A会FEPC)

現在、我が国の電気事業は、北は北海道から南は沖縄までの10電 力体制で 日本全国約7千 万のお客さま

に安定した電気をお届けしている。電気事業連合会は、電力会社 としての共通的課題の解決を主要な 目的

として、昭和27年 に設立された。

電力業界の情報化 にっいては各社毎に推進 してきたが、昭和60年 代初めには、業界 として一層の情報高

度化の必要性が高ま り、昭和62年 の 「電気事業における電子計算機の連携利用に関する指針」の告示と時

期を同じくして、電気事業連合会の体制を整備 した。 この体制のもと、業界大の取 り組みとして、ビジネ
スプロ トコルの標準化、業界共同データベースの構築及びソフ トウェアの流通 ・共同開発等、共通課題の
解決に取り組んできた。なかでも、資材調達業務におけるEDIを 重点課題 として、ビジネスプ ロトコル標

準の作成に取 り組み、平成2年 には、 「資材発注業務ビジネスプロ トコル」 、 「電気料金収納 業務 ビジネ

スプロトコル」の2つ の業界標準を作成した。

その後 、平成3年10月 の東京電力 と電線メーカのEDI実 施にあわせ、 「資材発注業務ビジネスプロ トコ

ル」をEIAJ標 準に準拠した1A版 に改定した。また、平成3年 の電気四業界間連携指針の告示を受け、CII標

準の採用とデータ項 目のEIAJ標 準 との整合を図るため、日本電線工業会、 日本電子機械工業会、日本電機

工業会 と調整 し2B版 を作成 した。 これに基づき、現在、9社 が配電用貯蔵品である電線や変圧器などの物

品について、電線メーカや変圧器 ・電機メーカなど約90社 とEDIを 実施 している。

平成6年 には 「電気料金請求業務ビジネスプロ トコル」を、平成7年 には 「請負工事発注業務ビジネスプ

ロトコル」を制定した。現在、請負工事発注業務について2社が工事会社6社 とBDIを 実施 して いる
。今後

とも、EDIの 対象業務や取引先の拡大など、EDIに 積極的に取 り組んでいきたいと考えている。
また、米 国の電力会社と資材メーカで構成するEDI推 進 団体UIG(UtilitylldnstryGroup)に 、日本電線

工業会 、日本電機工業会とともに賛助会員として参加し、米国の電力会社のEDI実 施状況並びにEDIガ イ

ドライ ンなどの情報収集及び、国内電力会社のEDI実 施状況紹介など、密接な情報交換を進めている。

〈推進体制 〉

情報高度化推進委員会

(各社常務級で構成)
情報高度化小委員会

(各社部長級で構成)

システム連携専門委員会

(各社課長級で構成)

委員会の下部 にWG設 置

連絡 先 電気事業連合 会 情 報通信 部

〒100東 京都 千代 田区大手 町1-9-4経 団連会館(郵 便物)

事務所KDD大 手町 ビル16階

TelO3-3279-3744FaxO3-3270-8085

【平成8年 度活動実績】
・燃料油発注業務 ビジネスプロトコル標準検討

・BDIの普及、促進
・EDI関連技術動向調査 等

【平成9年 度活動予定】
・燃料油発注業務ビジネスプロ トコル標準制定

・EDI適用拡大の検討

・EDIの普及、促進
・EDI関連技術動向調査 等
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30.日 本 化 学 繊維 協 會(JCFA)

【協会の概 要】

(1)設 立:1948年(昭 和23年)

(2)会 員:正 会 員=化 学繊維製造 会社お よび化 学繊維紡績会社46社

賛 助会員=化 学繊維原 料の製造お よび関連加工業者15社

(3)所 在地:(本 部)=〒103東 京都 中央 区 日本橋本町3-1-11繊 維会館

TelO3-3241-2312FaxO3-3246-0823

(大阪事務局)=〒541大 阪市 中央区瓦町4-6-8大 阪化 繊会館

Te106-231-6781FaxO6-223-1790

【事業概要】

以下の組織編成によ り、それぞれの分野毎に専門的な叡智を結集 して化学繊維産業の健全な発展のため

の活動を行っています。

(1)部 会(レ ーヨン/レ ー ヨンステープル/ア セテー ト/ビ ニロン/ナ イロン/ビ ニ リデン/ポ リ塩

化ビニル/ア クリル/ポ リエステル ・フィラメント/ポ リエステル ・ステープル/ポ リエチ

レン/ポ リプロピレン/ス パ ンデックス/紡 績14部 会)

(2)特別委員会(企 画 ・運営/通 商/広 報/資 材/技 術/労 務/調 査/コ ンシューマー ・サー ビス/地

球環境/産 業衛生/情 報化推進委員会11委 員会)

(3)専 門委員会(税 制対策/特 許/物 流/市 場調査/商 標/動 力/イ ンテ リア/合 繊長繊維不織布/情

報 ・通信 システム9委 員会)

【情報システム化への取組み】

協会内に 「情報 ・通信システム専門委員会」 と 「情報化推進委員会」を設置 し、システム技術分野 とシ

ステムユーザー部門(企 画、営業、生産技術等)両 面か ら取 り組んでいる。

これによって、QRと その基盤整備としてのEDI標 準化推進を図っている。

【EDI推進協議会への期待】

上記の標準化を進めるにあたっては、繊維業界全体で構成する 「QR推 進協議会」が設立され、当面Cll

で将来的にはEDIFACTへ の整合性はもとよりのこと、国際的な動向にも呼応 していくこととなった。 し

たがって、全産業が参加 し、かつ、国際的な機関でもあるEDI推 進協議会 との充分な連繋のもとに進めて

いくべきと考えている。

【平成9年 度活動計画】

1.EDI標 準の作 成、検 証

*前 年 度作成済みのテ キスタイル～ ア パ レル間の メ ッセー ジ(T・Aメ ッセ ー ジ)に 加 えて、 糸～織

物間の メッセー ジ作成検 討

*T・Aメ ッセー ジのビジネスへ の普及 活動

*テ キス タイル～染色 間で の利用可能性 の検証

2.情 報交換

*「 各社デー タ交換実施概要」 「システム要員 ・教育」 「システム リソー ス」 「システ ム開発 ・運用 」

「OA・FA」 な どに関す る各社対応 の実態 につ いての情報交換

3。 そ の他

*対 外情報 ・通信システム関連機 関、検討 の場等へ の参画

*講 演会 ・見 学会な どの啓蒙活動 の企画 ・実行

*関 連業界 との コミュニケー ション拡大 のため の活動
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31.(社)日 本 ガ ス協 会(JGA)

日本ガス協会は日本全国の都市ガス事業者の団体です。現在わが国で}よ 当協会 に加入している私営 ・

公営合わせて244も の都市ガス事業者が、約2,400万 件のお客様 に都市ガスを供給 しています。

当協会では1988年 頃か ら都市ガス業界の情報化の推進方法の検討を開始 し、1990年 には、都市ガス業

界の情報化推進と情報 ・通信技術に係る調査 ・研究、 「情報化」総合施策の企画立案 ・推進をミッション

とする 『情報化委員会』 とその事務局として情報企画グループを組織し、

○事業者間のコミュニケー ションツールとしてのパソコン通信 システム(JGAネ ット)の 構築 ・運営

○各事業者の情報化実態の把握、相互交流促進策の検討

○都市ガス事業者用ソフ トウェアの流通 ・利用促進

○情報 ・通信システムの災害対策の検討

等の活動を行ってきました。EDIに 関する取 り組みもこの情報化委員会の下で 進めています。

都市ガス業界の電子(的)取 引への取 り組みは、ガス料金の口座振替やファームバンキング等のための金

融機関とのデータ送受信か ら始 まり、現在ではコンビニエンスス トアでの料金受付 も行われています。ま

た、一部のガス事業者では、工事部材あるいはガス機器やその部品に関する取引データの送受信を メー

カー等 との間で実施しています。これらの取引は各々のガス事業者独自の方式で実施されているため、将

来の取引先企業あるいは実施事業者の拡大のためには 業界としての標準化が不可欠であるとの認識に立

ち、1991年11月 に情報化委員会の下に 「EDI標準化ワーキンググループ」を組織 し標準化作業を開始 しま

した。

その後、先行する電子機械工業会、電気事業連合会等の事例を参考にさせて頂き、産業情報化推進セ ン

ターのご指導を得つつ、1992年10月 に資材発注業務についての標準メッセー ジと標準データ項 目等を定め

た試作標準を作成しました。その後、この試作標準に基づき事業者の資材システムの実開発を行い、その

結果を踏まえて1995年12月 にEDI標 準ビジネスプロ トコルおよびEDIの 導入 と運用に関するガイ ドを作成

いたしました。

『EDIは時代の流れ』ではあ りますが、EDIは 組織の境界を越えた情報共有であり、取引慣行の見直し

や私利 を越えた協調も要求され、その推進には多 くの困難が伴うものと思われます。EDI推 進協議会がこ

の多 くのハー ドルを低 くかつ少なくしていき、中小事業者でも導入しやすい環境を提供 して下さることを

切に期待しています。

連 絡 先(社)日 本 ガ ス 協 会 技 術 部 情 報 企 画 グ ル ー プ(林 、 小 田 垣)

〒105東 京 都 港 区 虎 ノ 門1-15-12

TelO3-3502-0646FaxO3-3502-0370E-Mailhayashi@gas.or.jp

【平成8年 度活動実績】

1.活 動母体

前記の 「EDI標準化 ワーキンググループ」は業界標準の作成が完了 したため、7年 度をもって解散し、

以降は当協会事務局(技 術部情報企画グループ)で 標準の保持とEDI推 進を担務。

2.活 動内容

(1)業界標準の業界内外での活用推進 ・啓蒙

(2)EDI・CALS・ECに 関する内外動向調査

【平成9年 度活動予定】

1.活 動母体

当協会事務局(技 術部情報企画グループ)。

2.活 動予定項 目

(1)業界標準の業界内外での活用推進 ・啓蒙

(2)業界標準の資材発注以外の業務への拡大の検討

○ガス機器修理

○設備設計用CAD

(3)EDI・CALS・ECに 関する内外動向調査
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32.日 本紙 商団体 連合会(NPMAJ)

日本紙商団体連合会 は、紙 ・板紙 の一次 卸、二次卸業者 を もって構 成す る全国的組織体 で、昭和36年 に

設立 され、現在会員 は、54団 体1,311社 を数えて います 。

紙パル プ業界 にお ける情報 のシス テム化 はかな り古 く、電子 計算機の連携指針 の表 現 にある 「ビジネス

プロ トコル の標準化」 という言葉が使われ るよ うにな る二 昔 も前か ら、業界 コー ドの統 一を 目指 した 「紙

パル プコー ドセ ンター」が、業界 団体支援 の下 に昭和46年 に設立 され、先見性 をもって問題 点を把握 し、

製造 ・流通一体 とな って対処 して きま した。以後、26年 の余に亘 って営 々とコー ドメ ンテナ ンスの業務を

続 けてきて いることが 、その後 の業界 にお ける企業間高度情報交換 システムの発展 に大いに寄与 してお り

ます。 また、昭和48年10月 には 「紙パル プ情報 シス テム研究所 」が発 足 いた しま した。

同研究所は昭和55年 には、先駆的企業 間情報交換 システム としての 「P-DEX」 を稼 働 させ、FDベ ース

な が ら物流情報 を中心 に、複数企業 間のデー タ交換業務 が開始 され ました。

昭和61年12月 か ら、代理店有志 によ り、代理店 と卸商 間の受発 注 システムで ある 「紙パ流通VAN」 シ

ステムの共 同開発 に着手 し、昭和63年10月 、(株)カ ミネ ッ トを設立(11社 出資)し ま した。同 システムは

平成元 年2月 よ り(株)カ ミネッ トによって本格 的 に稼働 を開始 しま した。

平成2年7月 には、製紙 メーカー、代理店 、物流業者 を結 ぶ 「P-EDI」 システムが稼働 し、 「P-DEX」 シ

ステムの運用が終 了 しま した。

平成2年12月 には、 「紙パ流通VAN」 と 「P-EDI」 が接続 し、物流情報の交換が行われることとな りました。

「紙パ流通VAN」 と 「PEDI」は、いずれも紙 ・パルプコー ドセンターの統一コー ドを使用してお ります。

こうした一連 の動 きと平行 して 、昭和63年12月 には、 「細流適業 にお ける電 子計算機 の連携 に関す る指

針 」が告示され ま した。

当会 は 「EDI推進協議会」へ の加盟 を契機 に、 日本 製紙連合会 と共 に横 断的な推進体制 を確立 して い く

ことにな ります が、紙流通業界 としま して も、今後 ともオー プンなシステム作 りを推進 して参 ります 。

連絡 先 日本紙商 団体連 合会(EDI推 進協 議会関連事項事務代行)

日本洋紙代理店会 連合会 専務理 事 八島栄一

〒104東 京都 中央区銀座3-9-11

TelO3・ ・3248-4866FaxO3-3248-4868

【平成8年 度活動実績】

1.活 動機構 一 ・紙 パルプ情報 システム研究 所(平 成8年8月 解散)以 降はP-EDI事 務局 に引継ぎ

(P-EDIシ ステム)

・(株)カミネ ッ ト(紙 パ流通VANシ ステム)

・紙 パルプ コー ドセ ンター(業 界統一 コー ド管 理 ・運営)

2.活 動 一 ・P-EDI

・紙パ流通VAN

・コ ー ドセ ン タ ー

・期初 の加入者 は67社95事 業所で あったが、期末 には75社

111事 業所 に拡 大 し、デー タ量 も飛躍的 に増加 した。

・期初 には、在 庫公開側12社 、在庫検 索側34社 、アクセ ス

権 件数166件 で あったが 、期 末には、公 開側13社 、検索

側34社 、ア クセス権件数181件 とな り、デー タ量は約20

%増 加 した。

・期 末の会員数 は76社 、104事 業所 とな った。

・平 成7年11月 に発足 した 「紙 パEDI規 約 制定準 備委員会」

は情報表現規約で ある 「紙 パル プEDI規 約案 」を平成9年

2月 にまとめた。
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【平成9年 度活動予定】

1.活 動機構 一 ・P-EDI事 務 局(P-EDIシ ステム)

・(株)カ ミネ ッ ト(紙 パ流通VANシ ステム)

・紙 パルプ コー ドセ ンター

2.活 動一 ・P-EDI・ 紙パ流通VANと も対象範 囲の拡大 を図る とともに、最近の通信技 術の進展 に

合わせ たネ ッ トワー ク開発 の検討 を開始す る。

・コー ドセ ンター は、紙パル プEDI規 約案 を実効 ある もの にす るた め、具体 的な検 討 を

開始す る。又、 コー ドマスター をオ ンライ ンで照会 、登 録等がで きるよ うに検 討 し、

そ の実現 を 目指す。
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33.(社)日 本 玩 具 協 会(TIC)

当協 会は、昭和42年6月 、我が 国の玩具産業の総合的な発展及び 、玩 具輸出 の振興 を図る ことを目

的 として設立 され ました。

業界 では、消費者保 護のため、昭和46年 よ りST保 障制度(セ イ フティ ・ト ーイ)を 実施 し、安全

な玩具 と認定 された商品 にST合 格番 号 を付番 してお りま す。昭和62年 、ST合 格番号 とJANコ ー

ドを一致 させ ることで、EDI運 用 上 で最 も要 とな る商品マ スタ管理を、原理的 に不要 といた しま した。

現在JANバ ー コー ドは98%と 極 めて高い普及率 を示 してお ります 。

東京都 の補助金による業界VANシ ステムTOYNES(ト イ ネス)の 構築 を 昭和63年 度に終 え、

以後 、製販三層(小 売 ・卸 ・メー カ)及 び、消費者 を対象 とした 、総 合 システム ・サー ビスを拡充 し、

普及 を推進 してお ります。

システム ・サー ビスの範囲 は、以下 の通 りです。

TOYNESシ ステム ・サー ビス

1.電 子デー タ交換 システム

・企業 間の電子デー タ交換 。

2.デ ー タベース システム

・商品マスタ、商品分類 コー ド ・メー カー コー ドな どのデー タベー スの提供 。

・商品デー タベー ス件数 は平成7年3月 現在12万 件、情報登録企 業1,500社 。

3.小 売店支援

(1)専門店 向けPOSシ ステム

・玩具 ・フ ァンシー 業界 の専門店 向けPOSシ ステム。

(2)専門店 本部 システ ム

・販売管理、会員管理 、商品管理、発注管 理、経 営支援な どの機 能を完備 したパ ッケー ジシステム。

(3)会員管 理システム

4.問 屋 ・メーカ支援

・販売管理、会員管 理、商品管理 、発注管理、経営支援 な どを備 えた 問屋 ・メー カ向 けのパ ソコン

LANシ ステム。

5.マ ーケテ ィング情報 分析サー ビス

・POS・EOSデ ー タ、定性 デー タの加工分析 、マーケテ ィ ング業務への適用支援。

6.コ ンサルティ ングサー ビス

・経営革新、業務改善 、業 務 システ ム構築(SCOPE)な どの コ ンサ ルテ ィング。

7.マ ルチ メデ ィアサー ビス

・パ ソコ ン通信サー ビス(MFTY-Serve:KYHO5162)

・お もちゃ売筋情 報、お もちゃ関連施設情報 、マルチメディア商 品の販 売

・インターネットサービス(http:〃www.fjt.co.jp/TOYS/)

・ 「日本のお もち ゃ情報」サ ーバ にて発信。

1.日 本玩具協 会か らの情報(お もちゃの安 全対策 、お もちゃの歴史)。

2.お もちゃ博物館情報 。

一34一



3.統 計マー ケ ッ ト情報。

4.企 業 ・新商 品情報(平 成8年6月 現在:14企 業)。

5.イ ベ ン トプ ラザ。

・バーチ ャル シ ョップの開設。

8.シ ステム関連 機器の販 売及 び貸 し出 し

・コ ンピュータ、POPラ イ ター、会員カー ド、バーコー ド関連機器 、教育VTR、 伝票/帳 票

連 絡 先(社)日 本 玩 具 協 会(TIC)

〒130東 京 都 墨 田 区 東 駒 形4-22-4

TelO3-5608-2524FaxO3-3829-0976

MFIY-Serve:KYHO5162

E-mail:fvba8550@mb.infoweb.or.jp

〔平成8年 度活動実績〕

・ 「玩具業界におけるマルチメディアECの 開発及び実証実験」の推進
。

(システム基本設計)

・ 「玩具産業における震災地区再活性化システム開発実証事業」の推進
。

(システム基本設計)

〔平成9年 度活動予定〕

・ 「玩具業界におけるマルチメディアECの 開発及び実証実験」の推進
。

(システム開発、実証実験)
・ 「玩具産業における震災地区再活性化システム開発実証事業」の推進

。

(システム開発、実証実験)
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一
日本建材産業協会(FederationofConstructionMaterialIndustriesJapan)は 、昭和63年 に発足した建材産業

全般 にかかわる企業 ・団体を横断的に広 くネ ットワークする社団法人(通 商産業省認可)で す。

住空間をめぐるニーズはますます個性化 ・多様化 してお り、それに対応するかたちで、建材も高機能化 ・

複合化への歩みを速めています。同時に商品開発の仕組みや物流のシステムが形を変え、さらに環境や資

源問題 ・消費者保護意識の高まりとともに、産業廃棄物対策 ・リサイクル対策 ・製造物責任など、もはや
一企業 ・一業種のみの努力では対応が難 しい新たな課題が数多く生まれてきました

。日本建材産業協会は、

こうした共通の課題に企業 ・業種を越えた組織 ・ネッ トワークの総合力で積極的に取 り組んでいます。大

きな時代の流れ、そ して変化は私たちにとって、発展の大きなチャンスでもあります。21世紀は快適な住

空間が実現 し、人間が大切にされる新 しい時代となるで しょう。その新しい時代の リーディング産業とな

ることをめざして、私たちは自らのビジョンを描きつつ、具現化のために活動を続けてお ります。

また、姉妹組織の景観材料推進協議会、建材産業の顧客満足度を高めるために通商産業省 ・関係団体の

支援を受け建材産業の情報化による効率化 をめざしたKISS(建 材産業情報化研究開発事業)推 進協議会

および省エネルギー建材の普及 ・推進のための推進センターを新 しく組織化するなど、たゆまぬ努力を続

けています。

【事業目的】

建材産業および建材に関する情報の収集 ・提供、調査 ・研究、良質建材の普及 ・啓蒙を進め、建材産業

の基盤整備および振興をはか り、わが国の産業の発展と国民生活の向上に貢献 します。

【主な活動】

1.調 査 ・研究

①需要予測に関する調査 ・研究 ②住環境向上のための建材の調査 ・研究 ③産業廃棄物とリサイク

ルの調査 ・研究 ④住宅など断熱化に関する調査 ・研究 ⑤製造物責任(PL)制 度の研究 ⑥流通情

報化の調査 ・研究 ⑦標準化の調査 ・研究 ⑧技術開発課題に対する調査 ・研究

2.良 質建材の調査 ・普及 ・啓発

①優良断熱建材認定(DK)制 度等の運用および普及 ②通商産業省主催の断熱建材講習会への協力

③良質建材の調査 ・共同研究 ④PL相 談室の活動 ⑤その他良質建材の普及 ・促進

3.関 連機関との交流 ・協力

①関連業界団体 ・試験研究機関 ・学会等 との交流 ・協力 ②建材業界団体連絡会の開催

4.国 際交流および協力

①建材産業の国際化対応に関する調査 ・研究 ②各国の建材関連団体との情報交換 ③通商産業省主

催の海外建材貿易会議への協力

5.関 係官庁 ・関係機関 ・ユーザーへの提言、普及 ・啓蒙

① 関係官庁 ・関係機関への提言 ②ユーザーへの優良建材の普及 ・啓蒙 ③景観対策の要望 ④取引

慣行の改善 ・是正

6.広 報

① 「建材統計要覧」(通 商産業省監修)の 発行 ②事業成果発表会の開催 ③報道関係者、その他へ

の広報活動

【会員】(平 成9年6月 現在)

企業正会員74団 体正会員44 賛助会員19

連 絡先(社)日 本建材産業 協会

〒103中 央 区 日本橋浜 町2-17-8浜 町花長 ビル

Te103-5640-0901FaxO3-5640-0905
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一
戦前から広告業団体は存在 していましたが、任意団体 として協会が設立されたのは、昭和25年 です。そ

の後、日本広告業協会として通商産業省より昭和45年5月7日 に法人認可されました。設立の目的は、広告

業の健全な発達と広告活動の改善向上を図り、もってわが国経済の発展 と国民生活の向上に寄与すること、

としてお ります。

会員社数は156社 です(平 成9年6月 現在)。 平成8年 歴年の会員社の取扱高合計は5兆5,134億 円となり、

日本の広告費[(株)電 通の推計による]に 占める割合は、78.2%と なっています。国内には、広告業団

体が当協会以外に21あ り、その多 くは地方各地に所在 しています。これらの協会の会員社は当協会の会員

社 と多くは重複 しています。

当協会の事業活動は、主として会員社からのメンバーによって構成される委員会を中心に展開されてお

り、事業関係の基本となる委員会は8つ あ ります。

EDIに 関わる委員会は、rEDI推 進小委員会」で取引合理化委員会の下部機関として平成4年 に 「情報シ

ステム小委員会」として設置され、平成9年5月 に名称を変更し現在にいたっています。

名称変更の理由は、当小委員会の活動がEDIの 標準化、インフラの整備等を含め 「広告EDIプ ロジェク

ト」になったためその実態 とあわせたもので、会員社や外部団体の日本新聞協会、日本民間放送連盟、日

本広告主協会に対して活動主旨の明確化を図ることとしたためです。今後のネットワークコンピューティ

ングの構築には業界対業界 どうしのプロジェク トの推進を図る必要があると考えています。

【平成9年 度の これ までの活動】

1.広告EDI推 進セ ミナーの開催(4月22日10:00～12:00)

・2000年 問題へ の対 応

・広告取 引のEDIプ ロジ ェク トの現 状 と今後

2.広告EDI「 実 証実験 」参加説 明会 の開催(5月23日14:30～17:00)

・広告EDI実 証 実験の現状 とスケジ ュール(実 験期 間:平 成10年3月 まで)

・質疑応答 、個別相 談

3情 報 システム構 築 に関す るア ンケー ト調査の実施(6月)

・全会 員を対 象 にネ ッ トワー クコンピューテ ィングを中心 とした情報 システム構築 に関す る実態 の把

握
・今後 の広 告業界の システム構築の在 り方 を考えるデータ として活用 。

【平成9年 度活動方針】
1.広告主、媒体社、制作会社等関係団体 との広告取引システムの標準化の推進。

2.当小委員会の活動によって習得 した情報や技術は、当協会会員社をは じめ関係団体にオープンにし、

共有化を推進する。

3.今後における会員各社の情報化投資を効率的に推進できる環境を整備する。

4.広告取引に関する 「発注」か ら 「決済」までの電子化、デジタル化 に対応できるインフラを構築し、

EC(電 子商取引)/EDI(電 子データ交換)を 推進する。

【平成9年 度活動 内容】

1.月例会 による情報交 換 と研修

2.広告EDI実 証実験 の推進

3.セ ミナーの開催

4.日本新 聞協会 と 「広告 のデジタル送稿」 に関する共同研 究

5.日本広 告主協会 、 日本 民間放送連盟 との情報交換の推進

6.広告EDI実 証実 験終 了後 の新 しい展開策 の検討

7.共 同コ ンピュータ ・セ ンター構想 の研究 とシミュ レー ション

連絡 先(社)日 本広告 業協会

〒104東 京都 中央区銀座4-8-12コ チ ワビル

Te103-3562-0876FaxO3-3562-0889
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一
(社)日本自動車工業会は、日本の自動車工業の健全な発達を図 り、もって経済の発展と国民生活の向上

に寄与することを目的とした団体です。会員は、日本で乗用車、 トラック、バス、二輪車(含:原動機付自

転車)を製造する企業13社 が加盟 しています 。

主な事業として下記のような項目があげられます。

・自動車の生産、流通、貿易及び消費に関する調査
・自動車の生産の合理化、生産技術の開発向上に関する施策の樹立及びその推進
・自動車の貿易及び国際交流に関する施策の樹立及びその推進

最近は上記の項 目に加えて、省エネルギー;リ サイクル、地球環境、排ガス、交通安全等の分野での推

進策についても熱心に取 り組んでいます。 これらの事業は16の 委員会、54部 会等によ り検討の上必要な対

策 を推進しています。

EDIに ついては、十数年前より会員会社毎に主として取引先部品メーカーとの間で実施してお り、個別

取引の効率化を目指 している状況にあります。

しかし、最近では、会員各社における取引のグローバル化の進展、国内取引先拡大 に向けた基盤の共通

化の動きならびに産業界におけるEDI標 準化への動きもあり、当会として平成元年11月 に 「情報システム

WG」 を常任委員会 ・企画部会の下に設け外部関連機関への対応にあたるとともに、平成4年2月 に設置し

た 「EDI検討会」において、自動車業界としてEDI標 準化を導入する場合の問題点等につき検討をおこな

い、その結果先ず、自動車メーカーと取引先部品メーカー一との間におけるEDIを 業界 として標準化するこ

とを決定し、取 り組んできました。平成9年4月 「電子情報交換標準化特別検討会」へと改組した本検討会

には、メッセージWG、 技術WG、 運用WG、 実行WG、 帳票バーコー ドWGの 各作業組織を設け、(社)日本

自動車部品工業会の協力を得ながら、鋭意作業を推進 しています。量産部品の取引のためのJAMA-EDI標

準(ト ライアル版)を平成8年4月 に作成し、CALS技 術研究組合の中でV-CALSの 一環として実証実験(平

成8・9年 度)を しています。V-CA】LSにおける実験(トライアル)結果をふまえ、有効性 を高めるための

改良をほどこす こととしています。また、試作部品、KD、 補修部品に関するEDIの 標準化作業 と、通信の

効率化に対応するためのTCPIIP標 準化作業にも取 り組んでおります。なお現品票等の帳票類標準化も手

がけています。

連絡 先(社)日 本 自動車 工業会

〒100東 京 都千代 田区大手町1-6-1大 手町 ビル

TelO3-5219-6654FaxO3-3287-2073
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37.(社)日 本 情 報 シス テ ム ・ユー ザ ー 協 会(JUAS)

社団法人 日本情報システム ・ユーザー協会(略 称JUAS、 会長=久 米 豊 ・日産自動車(株)相 談役)

は、昭和37年 に当時情報システムのユーザーの有志が中心となって設立 した日本データ ・プロセシング協

会(昭 和56年 、社団法人化)を 母体とする協会であります。発足以来30年 間にわた り一貫 してユーザーの

視点と立場か らコンピュータ等の情報システムの高度利用に資する研究交流 ・調査 ・コンサルティング等

の普及 ・啓発活動に専心 して まいりました。昨今、ダウンサイジングやオープン化等の世界的な新 しい情

報技術パラダイムの台頭や、経済低成長下で企業の情報化投資に対する見直 し等が盛んに行なわれるなど

ユーザーを取 り巻 く情報化の環境は急激に変貌 しつつあります。

このように産業界の情報化が大きな転換点を迎え、情報化推進に占めるユーザーの視点や考え方に従前

以上のウエイ トが置かれるようにな りました。 こうした背景から我が国の情報システム ・ユーザーを代表

する団体の必要性を叫ぶ声が高まり、平成4年7月 に現在の姿でスター トをき りました。

中立なユーザー団体としての本会の責任と使命は、今後の我が国の情報化推進を図るうえで重要な意味

を持ち、産業界だけでなく行政、海外を含む標準化関連団体、情報化産業関連各団体諸機関か らの期待は

大きなものがあ ります。これ ら関係各位の期待にどこまで応えていくことが将来的な協会発展のカギです。

現在、各産業を代表する大手企業250社 をメンバーの中核とし、情報化 ノウハウを通 じたユーザー企業の

経営革新に資する研究交流 ・調査 ・出版等の事業を展開しています。これ らの事業や協会運営の基盤を支

えているのが下記の各委員会です。

1.政 策企画委員会(委 員長:渡 邊正太郎 ・花王(株)副 社長)
・企画部会 ・広報部会 ・調査部会 ・国際交流部会

2.経 営革新研究委員会(委 員長:礒 山隆夫 ・東京海上火災保険(株)専 務取締役)
・情報化戦略研究部会 ・業務革新研究部会 ・SOHO研 究部会

3.標 準化推進委員会(委 員長:宮 津 純一郎 ・日本電信電話(株)社 長)
・標準化動向調査部会 ・エキス トネ ッ ト研究部会

4.技 術交流委員会(委 員長:窪 田 芳夫 ・東京電力(株)顧 問)
・新技術動向研究部会 ・モバイル ・コン ピューテ ィング研究部会

5.情 報化 推進対策委員会(委 員長:宮 崎 和郎 ・アンタ㌧センコンサルティンク'パートナー)
・ISC部 会

6.関 西支 部(支 部長:滑 良 正一 ・日本ハム(株)取 締役)

6-1関 西企画委員会(委 員 長:内 田恒裕 ・住友電気工業(株)情 報 システム部長)

6-2関 西事業委員会(委 員 長:支 部長兼任)
・企業間ネ ッ トワー ク研究 部会 ・イ ンターネ ッ ト/イン トラネ ッ ト研 究部会

会

・業務革新研究部

ユーザーが一企業だけでは解決しえない諸問題を中心に、業界横断的な広い視野か ら問題解決のための

ノウハウを探 り、その成果をユーザー企業の情報化やそれを通じた企業経営の革新に役立てて もらうとと

もに、必要に応じ、行政や情報産業界への積極的な提言を行っていきます。

EDI推 進協議会においては業界の枠組みを越えた共通の目標の中で、産業情報化を牽引すべ くリーダー

シップを発揮 していただ くことに期待 します。

連絡 先(社)日 本情 報 システム ・ユーザー協会 事務局長 神保 祐一

〒103東 京 都中央 区 日本橋小伝馬町15-17ASK日 本 橋 ビル5F

tLO3-3249-4101FaxO3-5645-8493

【平成8年 度活動実績】

各委員会は傘下の研究部会活動の成果を平成9年5月 に報告書にまとめて発表。

【平成9年 度活動予定】

「企業間連携 と情報通信システムの高度利用」をメインテーマとして掲げ、上記の研究部会活動を推進。
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38.日 本 製 紙 連 合 会(JPA)

[目的 ・事業]

日本製紙連合会は、昭和21年 に紙及びパルプ工業会が設立されて以来、幾多の変遷を経て、昭和47年

紙 ・パルプ連合会 と板紙連合会が合併 して設立された事業者団体です。

わが国紙 ・板紙 ・パルプ製造業の健全なる発展を図ることを目的として、わが国主要紙 ・パルプ会社

によって構成されてお り、委員会活動を中心に次のような事業を行っています。

紙 ・板紙 ・パルプ製造業に関する

(1)内 外の調査、研究

(2)情 報、統計資料の収集および提供

(3)広 報活動

[会 員]

紙 ・パルプ製造業者及びその団体である正会員 と、流通業者、商社、海外法人企業の日本支社等の賛

助会員によって構成されてお り平成9年5月31日 現在の会員数は正会員55社 、7団 体、賛助会員82事 業所

となっています。

[組 織]

総会、理事会、部会(総 務、紙 板紙 パルプ ・古紙 林材、技術環境)、 各種委員会があります。

[紙 ・パル プ業界 にお ける情報 システム]

《紙パ ルプコー ドセ ンター》

昭和46年 に紙 ・パル プ業界 の総合 的流 通合理化 に寄 与す ることを目的 と して、業界四 団体(日 本製紙

連合会 、 日本洋紙代理店会連合会 、 日本板 紙代理店会 連合会、 日本洋紙板紙卸商業 組合)の 支援 の下 に

紙パル プコー ドセ ンターが設立 され ま した。

コー ドセ ンター は、業界統一 コー ドの整備、維持 、管理、普及 にあた って きてお り、業界 にお ける企

業 間情 報交換 システ ムの発展 に大 いに貢 献 して きま した。なお、平成9年4月 末現在 の コー ド登録件数 は

品名 で36,607件 、取 引先 で59,234件 、納入先Telで59,031件 とな ってお ります。

平 成7年11月 に発足 した 「紙パEDI規 約 制定準備委 員会」 は、EDIに 必 要な取 り決めの うち、用語 と表

現方 法の標準化で ある情報表現規約 について、平成9年2月 にまとめま した。 これ を実効 ある ものにす る

ことが今後 の課題で あ り、 この推進 を図る ことに してお ります。 また コー ドの照会、登録等 のオンライ

ン化 、ホームペー ジの開設 を具体化 中であ ります 。

《紙 パルプ情報 システム研究所》

昭和48年 に発足 し、情報交換 システムの研究 を進めて 、 「P-DEX」 システム を稼働 させ ました。 これ

が発 展 して、現在 「P-EDI」 システム(メ ーカー 、代理店 、物流会社 間)と な ってお ります 。更 に、平

成元 年 に稼働 した 「紙パ流通VAN」 システム(代 理店、卸商間)と 接続 されて います。

紙 パル プ情報 システム研究所 は上記の成果 を残 して、平成8年8月 に解 散 しました。今後 は紙 パルプ コー

ドーセ ンターが情報処理共通基盤 の整備 に関す る事項 を取 り扱 うこととな ります。

連 絡 先 日 本 製 紙 連 合 会

〒104東 京 都 中 央 区 銀 座3-9-11

TelO3-3248-4803FaxO3-3248-4827

紙 パ ル プ コ ー ドセ ン タ ー

〒104東 京 都 中 央 区 新 富2-7-4(吉 本 ビ ル4階)

TelO3-3553-5463FaxO3-3297-3267
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39.日 本 チ ェ 一一ンス トア 協 会(JCA)

当協会 は、チ ェー ンス トアの健全 な発 展 と普 及を図る ことによ り、小売業 の経営 の改 善を通 じて、我が

国流通機構 の合理化 、近代化 を促進す る とともに、国民生活の向上 に寄 与す る ことを 目的 に、1976年8月

に設立 した。1997年5月 現在会員企業 は130社 、7,829店 舗 が加盟。年間販 売額 は16兆1739億 円(速 報 ベー

ス)と なって いる。

チ ェーンス トア業 界 は、不特定多数 で規模の異なる業種を超 えた取 引先 と一般 消費者相 手に業を行 うと

いう特性 か ら、標準 化な くしては効 率化 は望めず、早 くか らビジネ スプ ロ トコル を中心 とした標準化 に取

り組 んできた。

これ まで に、システム化促進 のための統一伝 票や オ ンライン通信手順 、伝送 フ ォーマ ッ ト等 、小売業 と

取 引先 間での商取引 に必要 な ビジネスプ ロ トコルの標準化 を行 った。

特 に、1980年 には、異業種 間で、 しか も異機種端末機接続を可能 に したBSC手 順 準拠の 「JCA手 順:取

引先デ ータ交換標 準通信制御 手順 」を制定 し、流通業界 におけるオ ンライ ン化 、EDI化 を促 す とともに、

現在 は他業界 に も幅広 く使用 され ている。

また 、1991年4月 に は、OSIのMHSを ベース とした 「JCA-H手 順」 を追加制定 した。 これか らのEDI環 境

に充分対応可能 なEDI通 信 プロ トコル として広 く普及が期待 され 、既 に受発注 をは じめ商品マスターや

CADデ ー タ伝送 交換 な どにも利用 されてい る。

また 、クー ポ ンEDI(1993年 標準化)や 物流EDI(1994年 標準化)の 通信手順 としてそ の利用の範囲 は

拡が っている。 さ らに、食 品、雑貨 分野 にお けるECRや 衣料品を中心 と したQRの 促進 にも活用が期待 さ

れ る。

〈これ まで に標準 化 した主たる ものは下記 の とお りである〉

制定時期 内 容

チ ェー ンス トア統 一伝票

手書 き用(B様 式)

'1975年3月
オフライン用仕入及び返品伝票で手書
き用、タイプ用、OCR用 の3種 類を制定。

JCA手 順(J手 順) 1980年7月 BSCを 中心 と した通信手順 。

標準データ交換 フ ォーマ ッ ト 1982年7月 オンライン発注データの標準データ伝送
フォーマッ トで、発注仕入伝票発行用と'

、

ピッキ ング リス ト発行用 の2種 類の標準

フォーマッ トを制 定ピ
λ

ターンアラウンド用

発注仕入伝票

1984年3月 オ ンライン発注用 発注仕入伝 票で、伝票

明細 行数 によって、1型 、2型 、3型 、4型

の4種 類をB様 式伝 票 と して追加制定。

発注 コー ドと して、POS用JANコ ー ドが使

用 可能にな って いる。

請求データ標準 フ ォーマ ッ ト 1985年4月 請求デー タの標準 フォー マ ッ トを定めた

もので磁気テー プ、 フロ ッピーデ ィス ク

及びオ ンライ ン伝 送 フォーマ ッ,トの3

種類 がある。

発注 コー ドと して、POS用JANコ ー ドが使

用 可能にな って いる。

オフライン用仕入

及び返品伝票

1987年10月 発注 コー ドと して 、POS用JANコ ー ドを使

用可 能とし、仕入 システ ムの効 率化を図

る為 、ター ンアラウ ン ド用発注仕 入伝 票

フォーマッ トとの整合 を図った。仕入、

返 品伝票共、 タイ プ用、手 書き用の2種

類 をB様 式伝票 として追加 制定。
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JCA-H手 順(H手 順) 1991年4月 OSIの 一 種であるMHSを ベース と した通信

手順 で、現行のJCA(」)手 順 に加 え追加制

定 。

OCR用 ターンアラウンド

発注仕入伝票

1992年3月 ター ンア ラウン ド用発注仕入伝 票同一

フ ォーマ ッ トで、入力処理 のOCR化 を可

能 に した伝票。伝票明細行数

によ り、1型 、2型 、3型 、4型 をB様 式 伝

票 として追加制定。

クーポン情報(ク ーホ.ンEDI)
・クーポ ン券 のバー コー ド表

示体系
・クーポンデー タ交換伝送 フ ォ

ーマッ ト

1992年3月

1993年2月

JANコ ー ド表示体系

物流情報(物 流EDI)
・納品デー タ交換伝 送フ ォー

マ ッ ト
・SCMラ ベル

1994年2月

1994年2月

事前出荷デー タ伝送

1TF、 《漉128使 用

ソフ トグ ッズ(衣 料品)情 報
・JANコ ー ド値札

・JANコ ー ド値札 作成指 示伝送

フォーマ ッ ト

1995年2月

1996年2月

ソースマーキ ングの促進

連 絡先 日本チ ェー ンス トア協会 調査 ・広報部(笠 原)

〒105東 京都港 区虎 ノ門5-13-1虎 ノ門40森 ビル6階

TelO3-3433-1290FaxO3-3433-1297

【平成8年 度活動実績】

①流通EDI及 びPOS情 報データ等の有効利用調査研究。
一－JCA手順及びJCA-H手 順の普及推進

一－JCA-H手順に 「フレームリレー ・ATM交 換網対応のほか下位層へのTCPAPプ ロ トコル」を採用し、

機能強化。

②QR及 びECRに 関するセ ミナーの実施。

③個人情報保護ガイ ドラインの拡充 ・改訂研究。

④マルチメディア研究会を設置。

⑤電子決裁システムに関する調査研究。

⑥情報システム化のための研究会の実施。

【平成9年 度活動予定】

①流通EDIの 推進に関する調査研究

②SCM/ASNの 物流EDIに 関する調査研究

③JCA手 順 ・H手順、チェー ンス トア統一伝票等のJCA標 準やクーポンEDIの 普L及推進

④マルチメディア時代に対応する情報インフラの整備等に関する調査研究

⑤QRS及 びECRに 関する調査研究

⑥個人情報保護に関するガイ ドラインの拡充 ・改訂研究

⑦電子決裁システムに関する調査研究

⑧情報システム関連団体 との交流促進
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41.(社)日 本電気 計測器工業会(JEMIMA)

近年、エレクトロニクスの導入は、各産業界ですさまじい勢いで進展 しています。 このような中で、電

機計測器は品質の保証、製造の基準等、必要不可欠な役割を果たしています。当工業会は、電気計測器産

業並びに関連産業の健全な発展を図るとともに、日本経済の繁栄に寄与することを目的として、昭和23

年に設立されました。

現在、関係行政機関への協力、計測 ・制御の研究開発、性能の向上、信頼性、生産の合理化 ・標準化、

利用普及の促進、生産、需要、新技術、重要な内部の特許等についての調査 ・研究、などの活動を行って

います。

また、使用者を始めとする各種産業界に対 して、次の事業を行っています。

1.使用者、生産者協議によ りJISその他の標準化

2展 示会等を通 じて新製品 ・新技術の紹介 ・発表

3機 器が安全、かつ外部の影響を受けないような設置及び取扱についてのガイ ドラインの作成

4.使用者が見てわかりやすいカタログや取扱説明書の研究

5.その他、産業界に役立つ各種事業

連絡先(社)日 本 電気計測器工業会 企画調査部(石 田)

〒105東 京 都港区虎 ノ門1-9-10

TelO3-3502-0601FaxO3-3502-0653
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42. (社)日 本電機 工業会

当工 業会におけるEDIに 対 す る取 り組み は、平成3年9月 に設置 した 「EDI推進委 員会(同8年4月 よ り、

EDI委 員会 と改 称)」 が中心 とな って、高度産 業情 報化へ の対応 の一環 として活 動 してお ります。

これ までは、電気4業 界(電 力 ・電線 ・電子 ・電機)間 のEDIを 目標 に進めて き ましたが、昨年度か ら

は、鉄鋼業界 との聞及び会 員相互間 にもEDIを 導 入すべ く 検討 を進 めてお ります 。

連絡 先(社)日 本電機 工業会 重電 部高度情報化推進室

〒100東 京都千代 田区永 田町2-4-15

TelO3-35814842FaxO3-3581-4859

【平成8年 度活動実績】

1.EDI取 引の拡大

(1)電 力向け配電用機器取 引EDIの 拡 大

(2)鉄 鋼業界 との間で鋼材取 引EDIの 検 討開始

(3)会 員相互取 引へ のEDI導 入検 討開始

2.EDIセ ミナの開催

(1)特 別講演:

「ECIEDIの 現状 と課題 」

(2)会 員 におけるEDI事 例紹介

(3)「EDI・ 中堅企業の実状 と導入効果 」

3.国 際EDIへ の対 応

(1)7年 度に引き続 き電気事業連合会及 び電線 工業会 と共 に、UIG(米 国電 力 ・電機EDI推 進 グルー プ)

に賛助会員 として定期会合 に参加 し 、情報交換 を実施

(2)第14回 アジア太 平洋経済協力会議(APEC)テ レコミュニケー シ ョンWGへ 参加 し、アジア地域

におけるEDI動 向調査 を実施

【平成9年 度活動予定】

1.EDI取 引の拡大

(1)電 力業界 とのEDI拡 大

(2)会 員相互取引へのEDI導 入

(3)鉄 鋼 業界 との間で鉄鋼EC実 用化研究 の推進

2.金 流 ・物流EDIの 研 究

3.EDIセ ミナの開催

4.標 準納品書 システムの検討

5.EDI国 際対応

6.推 進体制

EDI・fi会－E離 離 一 　 分科会
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一
【平成8年 度活動実績】

1.EDI推 進協議会の活動への参画

2.EDI推 進協議会の平成8年 度計画関連事項の推進

3.EDI推 進協議会発行資料等の情報の会員への提供

4.EDI推 進協議会活動状況を当工業会会報で紹介

5.当 工業会物流対策推進委員会でのEDIの 研究

【平成9年 度活動予定】

1.EDI推 進協議会の活動への参画

2.EDI推 進協議会の平成9年 度計画関連事項の推進

3.EDI推 進協議会発行資料等の情報の会員への提供

4.EDI推 進協議会活動状況を当工業会会報で紹介

5.当 工業会物流対策推進委員会でのEDIの 研究

連絡先、担当者

〒105港 区浜松町2-1-17松 永 ビル6階

(社)日 本電気制御機器工業会 事務局毒 中村 勇治

TeIO3-3437-5727FaxO3-3437-5904
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44. (社)日 本電子機械 工業 会(EIAJ)

(社)日 本電子機械工業会(民 生用及び産業用電子機器、電子部品 ・電子デバイスのメーカー等570社

による業界団体)で は会員企業の電子取引の標準化を推進するため、昭和63年 にEDIセ ンターを設置しま

した。平成元年5月 、 「EIAJ取引情報化対応標準1A」 を発行 し、業界標準EDIが 実用化 しました。以来、

対象とする業務範囲を順次広げるとともに、標準納品システム、バーコー ド ・ラベル ・システムなどのア

プリケーションの整備や物流EDIの 追加を行い、平成9年4月 にはCIIシンタックスルールに準拠した現行バー

ジョン 「1997年版」を発行 しました。

EDIセ ンターは正会員184社 、賛助会員75社 で構成され、EIAJ標 準を利用するために登録された統一企

業コー ド(標 準企業コー ド)は2,582社(平 成9年6月 末)に 及びます。

EIAJ・・EDI標準の開発 ・維持管理のために、EDIセ ンターでは登録委員200名 により、情報化対応運営委員

会のもとに9つのワーキンググループを設け、それぞれ月1回 以上の活動を続けています。

現在の主な活動内容は下記の通 りです。

①標準メッセージ(南 流編)の 開発 ・維持管理と運用ルールなどの標準化作業

②標準納品システム普及のための施策

③バーコー ド・ラベル標準化 と国際運用開発への参加 ・対応

④CALS/ECの 新技術動向への対応と取引開発情報の開発

⑤EDIFAcr日 欧米電子業界版サブセット制定への参加と普及

⑥物流EDIの 定着化

⑦請求支払EDI開 発プロジェク トへの参画と実用化

⑧EDIを 切り口とした総合的な業務改善の立案 ・提唱

⑨インターネット利用技術の研究開発

⑩ 中小企業を含めた業界内への一層の普及推進

EDIセ ンターでは公開の原則 に従い、規格類の刊行ならびにセミナーによる解説などを今後 も続けます。

EDI推 進協議会にはペーパーレス化など、個別の業界団体では困難な問題、業界横断的な問題への積極

的な取 り組みと強い指導力を期待します。

連絡先(社)日 本電子機械工業会EDIセ ンター

〒105東 京都港区西新 橋1-5-13第8東 洋海事 ビル

TelO3-3593-8323FaxO3-3593-8324

【平成8年 度活動実績】

・組織名 EDIセ ンター(会 長:水 嶋康雅(ソ ニー(株)取 締役 資材 ・物流担 当))

・委 員会名 情報化対応運営委員会(委 員長:岩 崎

センター企画部統括部長))

健(ソ ニー(株)プ ロキ ュアメン ト

・開催 したセ ミナーEDIセ ミナー 平成8年7月(東 京 ・大阪)

・刊行物 標準納 品システム導 入ガイ ド

パ ソコ ン通信 によるED痢 用 につ いて

EDIに 関する調査研究 開発報告書一1一新 段階のEDI-

(電子機器業界 の請求支払EDI)

EIAJ版EDIFAcr標 準規格書 「oRDRsP」 「oRDcHG」 「PRIcAT」
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・そ の他 ①EIAJ-EDI1997年 版の作成

②標準納品システム導入ガイ ドの完成 と普及活動

③請求支払EDIの 開発とトライアル実施

④国際EDI対 応

⑤2次 元バーコ一一ドラベルの検討と国際協調

⑥新製品情報などの情報交換への取 り組み

⑦インターネッ トを利用した国際EDIの トライアル実施

【平成9年 度活動予定】

・組 織名 EDIセ ンター(会 長:岩 谷貞夫(TDK(株)専 務 取締役))

・委 員会名 情報化対応運営委員会(委 員長:松 尾全治((株)東 芝 資材部資材企画担当

グループ長))

・開催予定のセ ミナー EIAJ-EDI標 準1997年 版の解説

請 求支払EDIト ライアル成果

バ ー コー ド ・ラベル ・グローバル ・ガイ ドライ ンの解説

国際EDI対 応

・その他 ①EIAJ-EDI1997年 版の普及活動

②標準納品システムの普及促進

③CALSな どEDIの 高度化への対応と取引開発情報の開発

④EDIを 通 じた総合的な合理化策の提唱

⑤請求支払EDIの 高度化と トライアル実施

⑥国際EDI対 応

⑦インターネットを利用 したEDIの 標準化への取 り組み

⑧バーコー ド・ラベル ・システムの国際化対応及び2次 元コー ドの調査研究

⑨ 中小企業向け業務アプリケーション ・ソフ トの開発
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一
(社)日 本電子工業振興協会は、1959年 に電子工業に関する技術の向上、生産の合理化、利用技術の高

度化並びに普及の促進などにより、電子工業の振興を図り、もって 日本経済に寄与することを目的に、わ

が国電子工業界に指導的地位を占める有力エレク トロニクスメーカによって設立され、現在では情報産業

の中心団体として、情報産業に係わる種々の課題等にっいて取 り組んでお ります。会員数は、正会員116

社、賛助会員55社 によ り構成されてお ります。

当協会では、平成元年にEDI研 究会を設け、標準化の動向等について調査を行 うとともに、情報技術の

立場から標準化活動に積極的に協力してまいりました。また、昭和60年 には異機種コンピュータ間の相互

接続、相互運用の要求増大に対処 し、国際的な協調を図るためOSI推 進協議会(POSI)を 設立して、ネッ

トワーク ・アーキテクチャの標準化の推進に努力してまいりました。

近年は、OSI推 進協議会を発展的に解消し、OSE推 進協議会としてオープンシステム環境下における相

互接続および相互運用性全般に係わる政策問題や技術問題について検討を進めてお ります。

また、CALSに ついては、わが国で最初 に研究会を発足させ、その意義と普及に努力したほか、GIIの推

進について、日、欧、米、加の4極で民間ベースのタスクフォースを結成し、G7サ ミット等に提言を行う

など、民間主導によるGnの 推進に努力してお ります。

パソコンやインターネットの普及とともに、情報化の進展はますます加速し、よ り簡便で効率のよい電

子情報の交換が求め られてお り、EDI推 進協議会の果たす役割は、ますます重要になっていると考えてお

ります。

連絡先(社)日 本電子工業振興協 会 情報産業部

〒105東 京都港区芝公 園3-5-8機 械振興会館 内

TelO3-3433-1941FaxO3-3433-6350
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46. 吐 詫工 会JCMA

(社)日 本電線工業会は、電線製造業をもって構成する全国的組織団体で、昭和20年 に日本電線協会

として戦後の電線事業の再建、復興を図るために創立 し、その後昭和32年 今の名称に改組 し現在 に至って

います。会員数は156社 で、理事会の下、29の特別委員会、委員会、技術専門委員会に分かれ、電線事業

にかかわる種々の課題に取 り組んでお ります。

EDIに 対する取 り組みは1984年 に発足 した産業情報化対応委員会で、高度情報化への対応の一環 として

活動 してお ります。1988年 以降はEDIに 焦点を絞って取 り組んでまいりました。当委員会のEDIの 取 り組

みは、取引関係の強い電力業界、電子機械業界がそれぞれ業界標準として発行された 「資材業務 ビジネス

プロ トコル標準」 「EIAJ取引対応標準」を電線取引に利用した場合の問題点 を、実際に使用 している伝票

とか各社の処理内容をもとに要望事項、質問事項に整理し、それを関係業界に投げかけるという方法を取っ

てきました。

1991年 からは 「電気4団 体による業際EDIに 関する連携指針」に基づき、(社)日 本電子機械工業会、

電気事業連合会、(社)日 本電機工業会とCII標準を使った業際EDIを 実施ベースで進めてきてお ります。

EDI推 進協議会の活動により、業際に発展 してきた標準化活動が一層加速され、促進されていくことを

大いに期待 したいと思います。

連絡先(社)日 本電線 工業会 調査部

〒104東 京都 中央 区築地1-12-22コ ンワ ビル6F

TelO3-3542-6033FaxO3-3542-6037
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47.(社)日 本 バ ソナルコンヒ.エタソフトウェア協 会(JPSA)痢 トワーク協 議 会

(社)日 本パーソナルコンピュータソフ トウェア協会は、1986年 に、パーソナルコンピュータソフトウェ

アに係わる権利保護、開発および流通の動向等に関する調査研究、並びに流通に係わる規格化および統一

化を推進すること等により利用者の利便性の向上を図 り、もって我が国の産業の健全な発展と国民生活の

向上に寄与す ることを目的として設立され ました。現在の会員は正会員309社 、賛 助会員51社 、特別賛助

会員14社 によ り構成されています 。

近年の我が国における情報処理業務のダウンサイジングとオープン化は、集中管理か ら分散協同処理方

式へと展開し、LAN(企 業内ネットワーク)化 が急速に進んで きました 。また、一昨年か ら始まったイ

ンターネ ット、昨年から始まったイン トラネットの全世界的な爆発的普及は、社会におけるコンピュ ー

タシステムの多元的なネットワーク化が、歴史的な趨勢であることを示 しています。このような時代の要

請に応えるべく、我が国の産業風土に根ざ したネットワー クコンピ ューティングの発展に貢献す ること

を目的に、これに関わる多くの企業が公平な立場でビジネスソリューションを検討する場として、(社)

日本パー ソナルコンピュータソフトウェア協会 を母体 として、1991年 にネ ットワーク協議会が設立され

ました。 ネットワークコンピューティングに関する問題は、従来型の枠内だけには納まりません 。 ネッ

トワーク協議会の会員メンバーは、ハー ドウェアメーカ、ソフ トウェアベンダ、通信関連機器メーカ、お

よびインターネットプロバイダなど多様な業種の企業か ら構成され、活発な交 流活動 を展開してお りま

す。

現在104社 の会員によ り、各種の委員会活動 ・イベン ト・セ ミナー ・視察会などを開 催 してお ります。

委員会としては、(JPSAと ネットワー ク協議会を母体 として設立された)シ ステ ムソリューションセン

ターとちぎの利用法について提案するものや、ソフ トウェア特許等法的問 題一般 を検討するもの、およ

び時勢に適した技術的問題を取 り扱う技術委員会や広報委員会などを実施してお ります。また、ネットワー

クコン ピューティングの世界的な一大イベン トであるNetworl(■lnterropの共催 を始め、各種のイベ ン トや

セミナーおよび視察会の開催を通 して、わが国におけるネットワー クコンピューティング業界の発展に寄

与する活動を行ってお ります。

連絡先(社)日 本パー ソナル コン ピュー タソフ トウェア協会事務 局

〒101東 京都千代 田区神 田司町2-2新 倉 ビル7F

TelO3-3253-9166FaxO3-3253-0159
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48.(社)日 本 半導体 製造装置協会(SEAJ)

社 団法 人 日本 半導体 製造装置協会(SemiconducterEquipmentAssociationofJapan:略 称SEAJ・ 会 長 吉

田 庄 一郎(株)ニ コン社長)は 、1985(昭 和60年)年3月 に大手 半導 体 メー カーが発起人 となって設立

され ま した。

1995年7月3日 に通商産業省 よ り許 可 をいただき、公益法人 として新 たな スター トをき りました。

会員数 は、正 会員116社 、賛助会員97社 の計213社(1997年5月20日 現在)と な ってい ます。

当協会には、理事会社20社 で構成する理事会があり、その下に運営の中心 として運営委員会が設置さ

れ、業務部会、調査部会、技術部会、広報部会、セミナー部会、標準化部会の6つ の部会を統括していま

す。主な活動は下記のとお りです。

(1)調 査研究
・半導体及び液晶パネル製造装置の販売、受注統計並びに需要予測調査を行い発表する。

・装置の安全性、環境保全、製造物責任等の調査を行う。
・大 口径シリコンウェーハ用装置等に関する新技術の調査研究を行 う。

(2)標 準化の推進
・装置の標準化の推進を関係団体との連携を保ちながら実施する。
・半導体製造装置及び液晶ディスプレイ製造装置の 「用語辞典」の編集 ・発行を行う。

(3)普 及及び啓発

・経営基盤の強化と技術の向上のため、各種セミナー、講演会等を開催する。
・年1回 半導体及び液晶パネル製造装置の諸問題についての発表やディスカッションを行い、問題

解決の方向を探るSEAJフ ォーラムを開催する。
・会報、各種ニュース、会員名簿の発行、展示会への参加を通じて協会活動のPRを 行う。

(4)国 際交流及び協力
・海外で開催 される展示会に調査団を派遣し、市場動向、技術動向の調査並びに関連団体との交流

及び協力を図る。
・企業の経営改善及び技術向上のため、内外関連機関との交流及び協力を行う。

連絡 先(社)日 本 半導体製造装置協会

〒160東 京都新宿区荒木町13-8内 田 ビル

TelO3-3353-7651FaxO3-3353-7970
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49.日 本 百 貨 店 協 会(JDSA)

1.平 成8年 度における当協会の情報システム関連の活動は以下のとお りである。

〈QR/EDIに 関する活動〉

(1)EDI標 準化

今度のQR普 及のための環境、基盤整備のため、すでに標準化されている 「繊維EDI」 や 「流通EDI」

をもとに、百貨店の立場か ら実際の運用を研究することとした。本年度は商品マスター、発注、売上

交換の3項 目について検討してきた結果、それ らの百貨店標準化原案を作成した。

(2)百 貨店企業 コー ドの拡張

百貨店業界の標準企業 コー ド(5桁)で は、EDI取 引には対 応できないため、 ど うす るかを検 討 し

てきたが、今後のEDIで は、共通取 引先コー ド体 系(6桁)に 取 り込む形で対応す る こととした。

(3)ソ ースマーキングタグへの対応

平成7年 度に標準化 した 「ソースマーキングタグ」について運用上の問題を検討 し当面の普及、促

進の観点か ら下げ札の対応も可能 とした。

〈情報システム支援 ・促進活動〉

情報セミナーの開催をとお して、標準値札の導入促進やQR、 物流、業務改善等について研究し、

会員店の情報システムの促進支援を行った。

2.平 成9年 度も基本的には上記二つの柱を基本に活動を展開する予定である。特にEDIに ついては、検

品、事前出荷明細書等の物流関連について研究 していく予定である。

連絡先 日本百貨店協会 調査室

〒103東 京都 中央 区 日本橋2-1-10柳 屋 ビル

TelO3-3272-1666FaxO3-3281-0381
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50. ブ ー ムEl工'車A会JBFA

日本フォーム印刷工業連合会(JapanBusinessFomsAssociation)は 、ビジネスフォーム印刷業者の自主

団体で、北海道 フォーム印刷工業会 ・東北フォーム印刷工業会など全国10地 区の組織で構成されています。

昭和40年 に通商産業省、工業技術院、コンピュータユーザ団体等の支援のもとに、全国単一組織の 「フォー

ム印刷協議会」として設立され、その後昭和49年 に現在の連合会型組織に改組されました。 日本フォーム

印刷工業連合会の会員は、10団 体ですが、10団体 に加盟 している企業数は、約300社 、さらに製紙 ・イ ン

キ ・機械等の関連企業約50社 が特別会員 として加盟しています。

印刷産業界は、昭和60年 に設立された(社)日 本印刷産業連合会のもとに、日本フォーム印刷工業連合

会 ・印刷工業会 ・全 日本印刷工業組合連合会 ・日本グラフィックサービス工業会 ・日本写真製版工業組合

連合会 ・全 日本製本工業組合連合会 ・全 日本シール印刷協同組合連合会 ・全国グラビア協同組合連合会 ・

全 日本スクリー ン印刷協同組合連合会 ・全日本光沢化工紙協同組合連合会の10団体が加盟 し構成されてい

ます。

「ビジネスフォーム」の定義は、広義に狭義にいろいろと説明されていますが、基本的には 「電算機の

入出力に関連する諸帳票および応用製品」ということができます。.また別の観点から、ビジネスフォーム

とは 「文字 ・数字 ・画像による情報伝達の道具」ともいわれています。航空券、宅配伝票、お買物明細表、

公共料金の案内状など、 日常生活の中にも数多くのビジネスフォームをみることができます。

ビジネスフォームの年間売上高は、定義の解釈により、また兼業メーカーが多いためその把握が難 しく

算出しにくいのですが、印刷産業全体(8兆 数千億円)の 約1割 と考えてそ う大きな違いはないと思います。

日本フォーム印刷工業連合会は、資材委員会 ・技術委員会 ・国際委員会など5つ の委員会が軸 となり、

業界発展のための調査 ・研究 ・情報交換 ・国際交流などを行 っていますが、高度情報化が進展するなかで、

ビジネスフォーム産業が情報の処理 ・加工のサービスを行 う産業 として、また、あらゆる産業との接触 を

有する産業として、その役割は大きく、より一層のソフ ト・サー ビス化、情報化、技術の高度化に向か っ

て事業の推進に努力しているところです。

連絡先 日本 フ ォーム印刷工業連合会 事務局

〒104東 京都 中央 区新富1-16-8

TelO3-3551-8615FaxO3-3555-8466
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一
(社)日 本貿易会は日本の貿易に関する民間組織 として広 く企業 ・団体等を会員に1947年 に設立された

団体で、その後1986年 に、わが国の貿易及び貿易業界の健全な発展により一層寄与する事を目的に、商社

を中心とする貿易業界の団体に改組、今 日に至っております。

日本貿易会には、貿易に関する企業 ・団体等約300社 が加盟し、正会員として100余 の貿易商社 ・貿易団

体 ・個人のほか、賛助会員として200余 社のメーカー ・銀行 ・造船 ・鉄鋼等の貿易関連会社 ・団体 ・個人

がそれぞれ参加しています。

日本貿易会は貿易業界の当面する諸問題に対して会員の意見を取 りまとめ、相協力して、その改善を図

り、必要に応じて政府関係当局にも働きかけるなど、厳しい国際環境への適応を図りながら、わが国貿易

の発展 と業界繁栄の基礎固めに努力してお ります。

そのような状況の下、現在20余 の部会がそれぞれの目的を持ち活動を実施してお りますが、EDIに つい

てはその中の 「情報システム部会」が対応してお ります。

日本貿易会 としましては、物の流れの中間にある立場且つあらゆる業界団体と協調関係にある立場でも

あり、独自の活動 ということではなく各業界と歩調を合わせた活動を進めてお ります。93年 には、石油化

学工業協会との合同作業部会 という形で 「石化協標準ビジネスプロトコル」の試行を完成させ、そのEDI

の推進に参画/協 業し、現在は鉄鋼ネッ トワーク研究会の商社部会として 日本貿易会のメンバーがその活

動に参画しております。また、95年 には、電気事業連合会との 「燃料油発注業務 ビジネスプロトコル標準」

に対応するなど、各業界 とのEDI推 進に取 り組んでおります。

あ らゆる業界の参画を得て設立されたrEDI推 進協議会」は、私共にとって新たな協調の場の発見であ

り、その活動への期待と共に日本貿易会としても応分の役割を果たす所存であ ります。

連 絡先(社)日 本 貿易会 調査部

〒105東 京都港区浜松 町2-4-1世 界貿易セ ンター ビル6F

Te103-3435-5966,5967FaxO3-3435-5969,5979
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52.
古 ¢

ノ 、 ノ・L ヒ協会JASTPRO

当協会は、貿易に関す る複雑 多岐 にわた る手続きを簡 易化 し、貿易関係業務 の効率化 に資す る ことを

目的 として、昭和49年 、大蔵 ・通産 ・運輸 の三省の ご指導 を得て貿易関係 の団体 ・業界お よび企業 によ り

設立 された法人であ ります。

世界貿易の拡大を 目指 して 貿易手続簡易化運動 を推 進 して いる国連 の我が 国にお ける唯一の窓 口 として

関係国連機関や諸外国 の簡 易化 機関 と密接な提携 をとり、国際的な簡 易化活 動に参加 して まい りま した。

1990年9月 には、国連欧州経 済委員会 の貿易手続簡易化作業部会の活動 によ り積極 的に協 力す る とい う

国の方針の もとにJASTPROが 母体 とな り我が 国か らラポー ター を派遣 し、その支援組 織 として 日本/シ

ンガポールEDIFACrボ ー ド(以 下JS/EBと いう)を 設立いた しましたが 、JASTPROは ラポ一 夕ー とJS/EB

の事務局 を引受 け今 日に至 って います。そ の後、JS/EBは 、韓国、 中国、台 湾(公 式名称 はChineseTaipei

と称 して いる)の 参加 によ り1991年9月 アジアEDIFAcrボ ー ド(以 下As/EBと 称す)と 名称 を変更 しまし

た。EDIの ため の国際規格 であ るuN/EDIFAcrへ の認識が高 まるにつ れ、その後マ レー シア、イ ン ド、 タ

イ、 フィ リピン、ス リラ ンカ、イ ラ ンおよびイ ン ドネ シアが参加 し、現在AS/EBは 、11メ ンバ ー と1準 メ

ンバーで構成 されて います 。

また、国内的 には 、従来 か ら書類作成 の合理化、貿易手続 の円滑化 、貿易拡大等のお役 に立 つべ く努 め

て参 りま したが、 国際的な動向 を踏 まえ、三省のご指導 をいただきASIEBの 日本側支援組織 としてEDIFACT

日本委員会(以 下JECと 称 す)を1990年7月 に設立運営 し、 日本 の実情 に即 した意見 を国連 に反映で きる

体制 を整備 して まい りま した。

今後 は、 中長期的視点 に立 って 、現行 手続 きや使用 され る書式類 が貿易業務の 円滑化 、合理 化 にマ ッチ

す るか否か の見直 しを行 い適切な改 善を行 ってい くとともに、我が 国か らラポ一 夕ー を国連 に派遣 して い

ることに鑑み 、国連 で進めている貿 易手続 きにおける電子テLタ 交換(EDI)の 国際標準で あるuN/EDIFAcr

によ る標準 メッセー ジの開発作業等 に積極 的に参加 し、そ の啓蒙 ・普 及 によ り国際協 力に貢献 して い くこ

とが強 く望 まれて います 。

当協会 は、以上 のよ うに、貿易 関係手続簡 易化 のプロモー ター ある いはコーデ ィネー ター と して 国際的

な簡易化運動 に歩調 を合わせつっ 、 この運 動を推 し進 める とともに、我が国 の貿易制度 、手続の改善 、簡

易化 にたゆまぬ努 力を重 ねて まい ります。

尚、EDIFAcr関 連 の規格、ガ イ ドライ ン等の資料 は、一括 して 当協会 で実 費にて頒 布 して います ので

下記 にFaxに てお 申 し込 み頂 けれ ば幸いです。

また 、我が 国の輸 出入通 関 システムであるSea-NACCSやAir-NACCSやPOLINET(旧SHIPNETS)等 で

使用 され る輸 出入者 標準コー ドも、 当協会で付番 、維持 、管理 いた してお ります ので、輸出入者標準 コー

ド表 の必要 な方お よび標 準 コー ドの取得 を希望される方 も当協会 宛お 申 し込 み下 さい。

連絡 先(財)日 本 貿易関係手続簡易化 協会EDIFAcr関 係資料(担 当:谷 口)

輸出入者標準 コー ド(担 当:小 菅)

〒105東 京都港区芝大門2-10-1第 一大門ビル7階

EDIFACr関 係TELO3-3437-6135FAxO3-3437-6136

コー ド関係TELO3-3437-6137FAXO3-3437-6136

【平成8年 度活動実績】

(活動概要)

内外における最近の貿易関係手続簡易化活動およびEDI化 の動向等を踏まえ、①uN/EDIFAcrに 関する

ラポ一夕活動およびその支援活動、②貿易制度手続の簡易化策の検討ならびに、③ 日本輸出入者標準コー

ドの内容の充実、同コー ドの内容の充実、同コー ド表[第7版]の 出版 とその保守、管理に重点を置いた

次に揚げる8項 目の事業活動を行 った。
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1.貿 易手続簡易化 の進捗状況の把握等

2.貿 易関係手続のEDI化 への対応

3.貿 易制度 ・手続 の簡易化策の検 討

4.貿 易デー タ交換および貿易情報 システ ム間の関係等 に関す る調査 ・研究

5.国 際会議への対応および国際交流

6.EDICOM'96へ の協力

7.広 報普 及活 動

8.日 本輸 出入者標準 コー ドの充実並 び に同コー ド表第7版 の出版 とその保守 ・管理

(活動実績)

・EDI制 度手続簡 易化特別委員会(委 員長 朝 岡 良平)

EDI制 度手続簡易化特別委員会報告 書(No.96-16)

・統計整備調査研究委員会(委 員長 菅 又 久直)

統計整備研究委託事業報告書(No.96-18)

一輸出入報告書式 としてのイ ンボイ スの書式統一 か らEDI化 まで

・APEC加 盟諸国 における貿易手続き の電子 デー タ交換 の進捗状況調査 報告書(No .96-14)

・下記書籍等の出版、頒布事業

日本輸出入者標準コー ド表(第7版 一平成7年8月 発行)(含 コー ド登録 事業)

uN/EDIFAcrガ イ ドブ ック(第4版 一平成8年9月 発行)(No.96-06)

uN/EDIFAcr関 連規則1(No.91-03)(シ ンタ ックスルール 日本語版)

uN/EDIFAcr関 連規則n(No.95-12)(メ ッセー ジ設計ガイ ドライ ン日本語版)

その他UN/EDIFAcr関 連 ディ レク トリー、コー ド集、 メッセー ジ集

・アジアEDIFAcrボ ー ド(As/EB)及 びEDIFAcr日 本委員会(JEc)の 事務 局活動

【平成9年 度活動予定】

・EDI制 度 手続簡 易化特別委員会(委 員長 朝 岡良平)

・統 計整備調査 ・研究(委 員長 菅 又久 直)

・APEC加 盟諸 国にお ける電子デー タ交 換の進捗 状況調査研 究

・日本輸 出入者標準 コー ド関係事業

・UN/EDIFAcr関 係事業

ラポ一 夕事務局

アジアEDIFAcrボ ー ド(As/EB)事 務局

EDIFAcr日 本委員会(JEC)事 務 局

・UN/EDIFAcr関 連セ ミナー 開催
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53.日 本紡 績 協 会(JSA)

日本紡績協会は明治15年(1882年)に 設立され、紡績業界における共通課題についての関係機関との折

衝、海外関係団体 との連絡、内外繊維産業事情についての調査 ・研究、紡織加工技術 に関する研究 ・開発

事業、綿製品の需要振興事業などを行ってお ります。

協会の機構は、業務、原料、労務、技術の4つ の委員会の下に25の 専門委員会が設置され、各々のテー

マについての活動を行なっているほか、その時々の必要に応 じた組織編成を行い、諸問題への対応を図っ

ています。

EDIを 含む情報化問題については、紡績会社10社 の担当者で構成する情報化委員会で検討を進めていま

す。平成8年 度の活動は、繊維産業構造改善事業協会が開発を進めた 「繊維産業EDI標 準」の策定に対す

る協力と、その普及を中心課題として行ってきました。 「繊維産業EDI標 準」の各メッセージについて、

紡績各社の通常取引に対応 したEDI使 用例を制作するとともに現在業界内で広 く普及している標準伝票の

EDI化 についての検討などを進めています。また、繊維産業構造改善事業協会が実施 したTIIP(Textile

IndustryInnovationProgram)に おいて、会員会社よ り繊維産業EDI標 準に準拠 した専用ソフ トウェアが開

発され、今後はこの業界内における普及についても取 り組んでいきたいと考えております。

わが国の繊維産業は産業構造が多段階 ・分断型であ り、流通経路が極めて長 く、一方で海外からの製品

輸入の比率も高水準に達 しています。このような状況において、国内繊維産業が国際競争力を維持、強化

していくためにはクイック ・レスポンス体制の構築ということが大きな課題となってお り、今般策定され

た繊維産業EDI標 準を業界取引に広 く普及させていくことは、国内繊維業界におけるクイック ・レスポン

ス体制の構築を促進する上で大きな効果があると考えてお ります。

連絡先 日本紡 績協会 業務部 担 当 西又

〒541大 阪市 中央 区備後 町2-5-8綿 業会館

TELO6-203-5161FAXO6-229-1590
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54.日 本優 良家具販売協 同組 合(JEFSA)

日本優 良家具 販売協 同組合(略 称、JEFSA=ジ ェフサ)は 、 日本全国の各地 を代表す る大 型有力家具専

門店が協 業し、家具 ・ホーム ファッション ・生活用 品を巾広 く販売す る、ボ ランタ リーチ ェー ン機構 です。

1961年 に活動 を開始 し、現在は 中央本部 として のジェフサセ ン トラル と5地 区本部、並 びにチェー ンメ ン

バ ー56社121店 舗か らなる 「ジェフサチェー ン」 と して 、 「世界の同志 と手を結び、家具イ ンテ リアを通

じてよ り豊かな人間生活の向上 につね に率先 、力強 く奉仕 す る」活動を続けて います。

主事業 は、

1.ネ ッ トワー ク事 業 … … チ ェー ン加盟小売店舗 ・地 区本部 ・中央本部 ・有力仕入先(現 在 加入=253

社)の 四者 を結ぶJNS(ジ ェ フサ ・ネ ッ トワー ク ・システム)は 、通商産業

省 「家具業界 にお ける電子 計算機の連携利用 に関す る指針 」(1987年12月 制

定)に 基き、1988年10月1日 に稼 働。わが国で は珍 しい協業 型ネ ッ トワーク

として評価 され、業界全体 の流通合理化推進の一端 となってい ます。ネ ッ ト

ワー ク受発注高 は年 間470億 円をこえ るレベル に達 しま した。

1996年 、VFM(バ ー チャル フ ァニチ ャーモール)が 通産省 の 「企業間高度電

子商取 引推進事 業」 のプ ロジ ェクトとして採決 され 、家具 ・ホームファッショ

ンの電子カ タログに取 り組んで います。

2.マ ーチャ ンダイジ ング事業 … … 「よ りよい商品を よ り安 く」供給す るための、商品開発 と物流 開発

に取組 んでいます 。 「モ ア」 ・ 「ニ ュー α」 ブ ラン ドでの家具の商

品開発 と、ホーム ファニ シング業態店 「ビビホーム」(現 在40店 舗)

へのホー ムフ ァッシ ョン商品の調達供給 を してい ます。

その他、3.メ ンバーサポー ト事業4.地 区本 部サポー ト事業5.新 業態 開発事 業6.店 舗運営事 業7.店

舗開発事業8.販 売促 進事業9.教 育指導事業10.情 報 ・企画事業 です。

私共、家具イ ンテ リア業界 にお きまして も、製造 業 ・卸売業 ・物流業者 ・小売店 ・消費者間 での流 通に

は問題が山積 して います。 よ り安 く、消費者 に供給 しうるし くみ づ くりを前進 しつづ けた いと願 ってお り

ます。

連絡先 ジ ェフサセ ン トラル(株)チ ェー ンシステム開発室(竹 宮)

〒564大 阪府吹 田市江 坂町1-20-26

TelO6-384-0002FaxO6-338-1400

【平成8年 度活動実績】

1.ジ ェフサパー トナー ズク ラプの例会

(1)製 販 の トップ間でのパー トナ リング推進

(2)年1回

2.ネ ッ トワー ク政策 に関す る会議

(1)主 テー マ 家具業界情報ネ ッ トワー クの推進

家具業界共同物流 システムの開発

VFMネ ッ トパ ッケー ジ システム 開発

(2)毎月1～3回

【平成9年 度活動予定】

1.ジ ェ フ サ パ ー トナ ー ズ ク ラ ブ の 例 会

2.ECrVFM」(VirtualFurnitureMall)の 実 証 実 験

3.業 界 物 流 「ELN」(EffTicientLogisticsNetWork)の 開 発
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55. ロジ ス ー クス シス テ ム 協△(JILS

(社)日 本ロジスティクスシステム協会は、1992年6月10日 、通商産業省と運輸省の共管による公益法

人として設立されたロジスティクスの専門団体です。社団法人としての歴史は数年 しかありませんが、実

は、1970年 に設立された日本物流管理協議会と日本物的流通協会が母体 となってお り、20数年の活動実績

をもっています。会員は780社 、荷主企業と輸送業や倉庫業など物流事業者とがほぼ半々の割合です。

ロジスティクスについては、まだ、学会でも意見が分かれており、決定的な定義はあ りませんが、当協

会は、とりあえず、 「経済活動における物資流通の円滑化を実現するため、調達 ・生産 ・販売と連動 して、

輸送 ・保管 ・包装などを総合的に管理する機能」と考えています。

従来、生産から販売までに限定されていた物流の領域が拡大し、資材 ・原材料の調達あるいは廃棄 ・回

収など、生産以前と販売以降も包含 した機能が求められるようにな り、企業内においても、物流部だけの

部門管理から、生産と販売を統合し需給調整機能までを視野にいれた経営課題としての取 り組みが必要に

なってきました。また、生産の多品種少量化に対応した多頻度小口物流の進展とともに、交通渋滞、大気

汚染など外部不経済の克服が課題とな り、標準化、共同化の推進など、社会システムとしての機能強化も

急務 となっています。このよ うな状況を背景に、物流を超えた新 しい概念として、ロジスティクスが主張

されるようにな りました。

JILSは 、そのロジスティクスシステムに関する調査研究 ・普及振興 ・人材養成 ・国際交流などを行うこ

とによ り、ロジスティクスの生産性 を高めつつ社会性との調和を図 り、わが国産業の発展と国民生活およ

び国際社会に貢献することを目的としています。

組織 としては、総会、理事会のもとに、運営委員会、会員活動委員会、政策委員会、調査研究委員会、

国際委員会、能力開発委員会、編集委員会、情報サービス委員会、の8委 員会が常設され、担当分野の方

針検討に当たっています。事務局は、管理部、会員部、調査部、普及振興部、国際部、教育研修部、関西

支部、で構成されており、前記委員会の方針を受けて、研究会 ・大会 ・全国会議 ・国際会議 ・展示会の開

催、調査研究、出版活動、教育研修、コンサルティングなど、多面的な事業を推進 しています。

物流あるいはロジスティクスの効率化を図るには、発注から納品までを一貫 して管理する情報システム

の構築が不可欠で、EDIの 推進はきわめて重要ですが、物流にかかわる取引においては、関係者が多様な

産業分野にわたることなどか ら、各企業レベル ・業種レベルで情報ネットワーク化が進展しつつあり、拡

張性のない局部的なネッ トワークが広がることが懸念されています。こうした事態になると、異業種 ・異

業態 にまたがる物流分野における情報化が困難となる惧れがあり、物流取引で交換されるデータ項目を整

理分析して、業種 ・業態横断的に使用可能な ものとし、多数関係者のコンセ ンサスによる標準メッセージ

を開発する必要があります。

当協会では、 このような状況をふまえ、物流EDI化 を促進するため、1992年 度か ら予備調査を開始し、
1993年 度か ら94年度にかけて、通商産業省産業政策局流通産業課の委託によ り、 「物流EDI標 準メッセー

ジ開発基礎調査」を実施し、95年 度は、その成果をもとに、 「物流業際EDI調 整委員会」において、物流

EDI統 一メッセージ(JTRN)に よる統一 トライアルを実施して、 「JTRN標準メッセージ第1版 」を発行 し

ました。96年 度は、 「物流EDI推 進委員会」を組織して、運送業務の国内標準であるJTRNを 維持管理 しな

が ら、倉庫業務の標準メッセージ開発 に着手して、機能の拡大を図っています。

連絡先(社)日 本ロジスティクスシステム協会

〒105東 京都港 区芝大門2-12-7秀 和第2芝ハ.一クピル

TelO3-3432-3291FaxO3-3432-8681

【平成8年 度活動実績】

・物 流EDI推 進委員会 の組織化

・物 流EDI標 準(JTRN)の 普及 ・維持 ・管 理

・倉 庫業務標準 メ ッセ ージの開発

【平成9年 度活 動予定 】
・物流EDI推 進委 員会の運営

・物流EDI標 準(JTRN)の 普及 ・維持 ・管理

・JTRNの オー ソライズ(通 産 ・運 輸両省 の連携指針)

・倉庫業務標 準メ ッセー ジの トライアル

・JTRN第 二版の発行
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56. 流EDI'

平成4年6月 に、官民の実務担当者、EDI専 門家及び学識経験者により 「物流EDI研 究会」が設立され、

物流分野におけるEDIの 導入を推進するため各種調査研究及び普及活動を行ってきましたが、物流EDIの

さらなる導入 ・推進を図るため、平成7年5月 同研究会を 「物流EDI推 進機構」に発展的に改組 しました。

本推進機構は、海運業、港湾運送業、倉庫業、 トラック運送業、鉄道運送業等の物流関連業者からなる一

般会員128社 、荷主、金融機関及び情報サービス等の団体 ・企業からなる賛助会員31、 学識経験者及び関

係官庁からなる特別会員23(平 成9年5月31日 現在)に より構成されてお ります。現在、総会、幹事会の下

に国際物流EDI推 進部会、国内物流EDI推 進部会、総合部会を設置して、国際 ・国内各物流分野において

物流EDIの さらなる発展に努めています。

連絡先(財)物 流技術セ ンター 物流EDI推 進機構

〒160東 京都新宿 区四谷2-14-8YPCビ ル4F

Te103-3355-6381FaxO3-3355-6355

【平成8年 度活動実績】

1.国 際物 流EDI推 進部 会

(1)基 本方針

ユーザー マニュアル の作 成 ・共同利用型 ネ ッ トワー クの整備等 に資す るためのデータ交換実験 を行

うことを 目的 として、平成8年 度 は、 同実験 に必要なユーザー マニュアル(輸 出分野)の 早期作成 と

実験概要の検 討を行 うとともに、国際 ・国内にお けるUN/EDIFACT関 連の動向把握および これ らの

対応 に努 めた。また、UN/EDIFAcr導 入促進 を図るため の啓蒙 ・普及活動 を実施 した。

(2)作 業体 制

作業を効率 的に進 めるため に、本推進部会 の下 に、ネ ッ トワー ク整備作 業部会 とEDIFAcr作 業部

会 を設置 した。

(3)作 業 内容

(a)ネ ッ トワー ク整備作業 部会
・共 同利用型 ネッ トワー クのあ り方等 の検 討

・デー タ交換実験 の概要等 の検 討

・国 内外 にお けるUN/EDIFAcr関 連動向 の把握 及び対応

(b)EDIFAcr作 業部会

・必要なユーザーマ ニュアルの早期作成(必 要 に応 じ、外部 とも連携)

輸 出分野(S/1等)、 コンテナ関連 、ター ミナル関連

・ユーザーマニ ュアル保 守管理 の あ り方 の検 討

・UN/EDIFAcr関 連 国際会議へ の出席及 び対応 等

・デー タ交換実験 の概要等 の検 討(ネ ッ トワー ク整備作業部会 との連携)

2.国 内物流EDI推 進部会

(1)基 本方針

国内物流分野 にお けるEDI導 入 の推進 に資す るため、荷主業界 、関係EDI推 進 団体等 と広 く合意の

とれた国内統一 の物流EDI標 準rJTRN」 の 開発 を行 うとともに開発 され た物 流EDI標 準 「JTRN」 等

の維持 ・管理 と各産業界へ の普及活 動 を行 った。 あわせて、EDI普 及 のためのEDI活 用環境 の整備等

について検討 を進め た。

(2)作 業体制

作業 を効率的 に進 めるために、本推進部会 の下 に、業際EDI作 業部会 とEDI標 準作業部会 を設置 し

て活動 を行 った。 また、物流EDI標 準rJTRN」 を維持 ・管理す るための 「物流EDI推 進委員会 」を

一60一



設置し、物流EDI推 進機構 と(社)日 本ロジスティクスシステム協会と共同で運営にあたった。

(3)作 業内容

(a)業 際EDI作 業部会
・物流EDI標 準rJTRN」 の改良案の検討

・EDIと結合できる運送荷札の基礎的検討

・請求支払EDIに おける業務フロー等の基礎的検討

・国内陸上貨物輸送の連携指針案の検討

(b)EDI標 準作業部会
・倉庫業務標準メッセージの トライアル実施

・倉庫業務標準メッセージのJTRN化 の検討

・機番報告情報、在庫引当情報の開発

・EDI取 引基本規約、運用規約の現状調査

3.総 合部会

国際 ・国内両分野の物流EDI推 進活動の連絡調整、普及啓蒙等を実施 した。

【平成9年 度活動予定】

平成9年 度においては、前年度の活動成果を踏まえ、以下の事業を行 う。

1.物 流EDIの 導入 ・推進のための諸活動

昨年度と同様の3つ の部会において諸活動を継続実施する。各部会の活動内容は以下のとおりであ

る。

(1)国 際物流EDI推 進部会

国際物流分野へのUN/EDIFAcrの 導入推進を図るために、業務に必要なメッセージのユーザーマニュ

アルの作成、その有効性検証のための実証実験の支援、最新情報技術(rr)の 動向の収集 ・研究及び

国際 ・国内におけるUN/EDIFAcr関 連の動向把握及び対応、普及啓蒙活動等を実施する。

(2)国 内物流EDI推 進部会

国内統一の物流EDI標 準 「JTRN」 の開発 ・維i持管理する組織 「物流EDI推 進委員会」を共同事務局

として運営するとともに、倉庫業務EDI標 準の国内統一版作成等において物流業界を代表 して当委員

会の活動を支援する。また、物流EDIを 活用するための標準荷札等のEDI活 用環境整備の検討、物流

EDIを 普及するための課題の検討、荷主各業界団体への物流EDI標 準普及啓蒙活動、国内EDI関 係団体

等との協調等の活動を実施する。

(3)総 合部会

国際 ・国内両分野の物流EDI活 動の連絡調整、普及啓蒙活動のための講演会の開催等の諸活動、機

関誌の作成配布等を実施する。

2.国 内物流EDI管 理 ・運営組織の検討

昨年度、物流EDI推 進機構内に設置した 「国内物流EDI組 織検討委員会」を継続し、平成10年 度以

降の組織について検討する。
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57.ユ ニ ックス ・ビジ ネス ・ア ソ シエ ー シ ョン(UBA)

UNIXBusinessAssociation(ユ ニ ックス ビジネスア ソシエー シ ョン(略 称UBA))は 、1991年9月 、技術

特化 した独立系 ソフ トウエ アハ ウスが中心 にな って、特定の メ ーカー に依 存 しな い共通の情報基盤 を構

築す る 目的で設立 された団体です。現 在110社 の会員 によ り構成 され てお り、次の基本方針 のもとに活動

を行 って います。

(1)㎜ を中心 とするオー プンシステムをベース に、会員各社 の ビジネスチ ャンス を拡大 します。

(2)社 会情勢の変化 や最新テ クノロジーを先取 りし、新たな文化や ビジネス環境 を 創造 します。

(3)技 術特化 した ソフ トウエ アハ ウスが中心 とな り、情報産業 の担 い手た るべ く質 的向上 をめ ざ しま

す。

コン ピュータ業界の急 速な環境 の変化 に迅 速 に対 応す るた め、 当協会 で はプロジェ ク ト制度 を採用 し

て います。1995年 には この 中の一 プロジェク トが、イ ンター ネッ トプ ロバイダー、東京イ ンターネ ッ ト

(株)へ と発展 しました。現在 は、実 験 ボ ランテ ィアネ ッ トワー ク、ハ リケー ン、高齢者医療福祉 シス

テム化研究会、先端 ソ フ トウエ ア技術勉 強会等のプ ロジェク トが あ ります。今後 も時代 に通 ったプ ロジェ

ク トを 次 々と設 け、基本方針 に沿 った活 動 を行って ゆきます。

UND(を 中心 としたオー プンシステムは、その高いネ ッ トワー ク機 能を生か し、一社 内、業 界内のコ ン

ピュータシステム にとどま らず 、世界的な ビジネス基盤 に発展 して い ます。そ の中で 、EDIは 、情 報化社

会の発展 にとって今後 ます ます重要な役割 を果 たす ことと思わ れます。EDI推 進協議会へ の参加によって、

業界 の枠 をこえた積極的な支援活 動を行 うことがで きれ ばと考 えてお ります。

連 絡 先 〒160東 京 都 新 宿 区 新 宿2-3-10新 宿 御 苑 ビ ル5FUBA事 務 局

TelO3-5379-6561FaxO3-5379-5338

e-maiLsec@uba.or.jp

URL:http:〃www.uba.or.jp
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58.、 流'シ ステ センター 流'コ 」 ドセンター ①CC

当財 団は、通商産業省 の流通施策 「流通 システム化基本方針」(昭 和46年7月)に 基 づ いて、昭和47年4

月に設立 され ま した。そ の後 、情報化 の研 究 と各種統一 コー ド等 の管理 ・普及機関 と して、流通 コー ドセ

ンターが昭和52年9月 に当財 団の1部 門として発足しました。流通 コー ドセ ンターはベ ルギーに本部 を置く、

世界 的な共通商品 コー ド管理機構 のEAN協 会 に加盟 して 、共同歩 調を とって います。

主 な事業 内容は下記の とお りです。

1・POSシ ステムの研究 開発 と普及推進

流通 情報 システムの基本で あるPOSシ ステムの研 究開発 と指導、普 及促 進

2.JANコ ー ドの登録管理 と活用研究

1JANバ ー コー ド(JISXO501)の 登録 、管理 と多角的活用のための啓蒙、普及

2・JANコ ー ドの関連テーマで ある標準 物流 シンボル コー ド(JISXO502)の 活用研究(ITF)

3.POSデ ー タ活 用、流通デー タベー ス研究

1.小 売業 、卸売業、 メーカーな どにおけるPOSデ ータ活用 と業界流 通デー タベー スのあ り方の研 究

2・POSコ ー ドマスター(JICFSデ ー タベース)の 開発運用 と普及促進

4.オ ンライ ンネ ッ トワー クシステム の研究

1.J手 順 、H手 順な どの企業間デー タ交換 システムの調査、研究、 開発 、指導

2.EDIの た めの次世代TCP/IPエ クス トラネットであるOBN(OpenBusinessNetwork)の 開発、普及推進

3.地 域標準EOSのVANrベ ンサム」 の普及 、推進

5.電 子商取 引研 究、EDI、EC及 び関連セ キュ リティ システムの研究

6.各 種カー ドシステム研 究、開発

1.「商店街 ・総合 ・標準 ・POSカ ー ド」等 カー ドシステムと顧客情報管 理 システム の調 査研究 、開発

2.ク レジッ ト企 業コー ドの登録、管理

7・卸売業の情報 システ ム化 、ネ ッ トワー ク化 、物流 システム化 、得意先支援等 に関す る研究。

また、情報志 向型卸 売業研究会(略 称:卸 研)の 事務 局

8・統 一伝 票の研究 と推進

百貨 店、チ ェー ンス トア、問屋 、業種別等各種統一伝票 の制定 とそ の推進 。現在、業 際統 一伝 票の研

究 と推進 も図って います 。

9.共 通取 引 コー ドの登録 ・管理

統一伝 票やEDIな どの企業 間取 引で使 用す る事業所 コー ドの登録、管理

10.海 外流通情 報 システム化調査 、研究 な ど

年数 回の海 外調査 団派遣 と海外 各国の流通情報 システ ム化、会合 への参加 と指 導

連絡 先(財)流 通 システ ム開発 セ ンター

流通 コー ドセ ンター 研 究開発部

〒107東 京都港 区赤坂7-3-37プ ラース ・カナダ3F

TelO3-5414-8510FaxO3-5414-8507

【平成8年 度活動実績】

1.通産省委託事業 「流通業における電子化取引標準化調査研究」

①平成7年 度の試作 メッセージをさらに検討し、 「電子取引標準規約」に基づ くEDIFAcrに よる12種

類のメッセージの標準化 ・実用化を行い、試作メッセージ6種類を作成した。

②流通EDIの ためのEDI標 準契約書の標準化を行った。

③EDIの ための次世代TCP/IPエ クス トラネットワークであるOBNの 開発 ・実用化を行った。

【平成9年 度 活動予定】

1.通 産 省委 託事業 「流通業 にお ける電子化取 引標準化調査研究 」に基 づ く自主事 業 と して 、引き続 き

EDIFAcrに よ る標準 メ ッセー ジを開発 と普及促進 を行 う。

2.平 成8年 度 に引 き続 き、通産省 のエ レク トロニ ック ・コマース実験 「流通業 におけるEDI高 度化 のため

のEcRシ ステム 開発 ・実験」 を平成9年 度 まで の予定で実証 ・実験 を行 い、流 通EDIに お けるEDIFAcr

の普及 を図る。

3.EDIの た めの次世代TCP/IPエ クス トラネッ トで あるOBNの 開発継続 と普及促進 を行 う。
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59.旅 行EDI研 究 会

旅行 関連業界で は、uN/EDIFAcrの 新 しいシ ンタ ックスルール であるイ ンタラクティブEDI(1-EDI)

の実用 に向か って世界的 に大 き く動き始めて いる。 国際航 空業界 では1-EDIをIATA/EDIFAcrと して航

空業界(旅 行部 門)内 の情報交換 の新 しい標準方式 として設定 し、すで に実使用 を開始 している。 ま

た、欧米 のcRs業 界 、ホテル業界 、 レンタカー業界等 ではuN/EDIFAcrI-EDIを 実使用す る例 が出始 め

てきた。 このような中で 、旅行EDI研 究会 と しては、別途 の体 制で推 進 中の旅行EDIパ イ ロッ トプ ロジェ

ク トでの成果 を踏 まえて 、特別会 員の他 に一般会員 として旅行関連業界24企 業 ・団体 によ り、更 に内

容のある研究会活動 を平成9年 度 に も継続す る こととす る。

連 絡 先(株)ツ ア ー ネ ッ ト

〒141東 京 都 品 川 区 西 五 反 田5-2-4秀 和 西 五 反 田 ビ ル(鈴 木)

TelO3-5487-1041FaxO3-5487-1042

E-mailtnt-info@tnrjapan.or.jp

【平成8年 度活動実績】

平成8年 度の活動に対する予定と実績は概ね以下の通 りである。また、研究会及びワーキ ング ・グルー

プ検討会は当初の予定通 りそれぞれ4回 及び6回 開催された。

(1)UN/EDIFAcrの 活動 との協調

(ア)JRT会 議への参加

JRT会 議 は次の ように予定 どお り2回 開催 され 、本研究 会 を代表 して事務 局メ ンバーが 出席

した。

尚、ヘル シンキ会議 へは、本研 究会 の一員 で もある鉄道総研か らの出席が初めて あった。

①1996年4月15日 ～19日 ブラジル(イ グアス)会 議

②1996年9月9日 ～13日 フィン ラン ド(ヘ ル シンキ)会 議

(イ)研 究会活動 の成果 の反映

研究会活動 の成果 の中で、EDI標 準 への反映 をJRT会 議及 び関係 各国の推進 団体 との間で

実施 した。

(2)翻 訳作業 の推進

UN/EDIFACTTr&Lで 開発 され た次 の資料の翻訳 の改訂 を実施 した。

①RESREQ/RSP(1996年7月5日 付)改 訂版

②AVLREQ/RSP(1996年6月28日 付)改 訂版

(3)旅 行EDI解 説書の作成

本研究会 及びuN/EDIFAcr等 の検 討成果 を取 りま とめ、広 く旅行 関連業 界の関係者 にEDIに 対す る

理解が得 られ るよ うな解 説書 の作 成を意 図 し、 と りわ けワー キ ンググルー プ検 討会 で鋭意検討及び

作成 を進め、第一版 として本年度 内 に完成す る ことができた。

(4)そ の他

前記 以外 の成果 としては、次の ような ものがあ る。

(ア)ク ーポ ン類表示 項 目の明確化

旅行 関連業界で使 用 され ている クーポ ン類 の種類 、問題点 の整理 を中心 に、前年度か ら引

き続 いた検 討 を行 った。 これ につ いて は、更 に検 討が必要で ある。

(イ)イ ンターネ ッ トとEDIに つ いての検討
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イ ンターネット技術の進展の中で、EDI技 術をどうとらえていくかについて、研究会及び

ワーキング ・グループで検討を実施 した。

本課題についても、引き続き検討を加える必要がある。

(ウ)国 内EDI推 進機関との連携

EDIを 推進する(財)日 本情報処理開発協会 産業情報化推進セ ンター及び(財)日 本貿易

関係手続簡易化協会と連携し、EDIを 推進する他業界の情報収集等につとめた。

【平成9年 度活動予定】

平成9年 度は、別途の体制で推進するパイロットプロジェク トが、具体的に進捗する時期になるため

に、これ と連携することで活動成果を出す ことを中心 として、次のように推進することとしたい。

(1)uN/EDIFAcr(1-EDI)の 標準化作業への参加とその完成度を高めることに寄与する。

(ア)パ イロットプロジェク トの検討成果を基にして、我が国としての標準の改修、改善案を作

成し、UN/EDIFAcrに 提案する。

(イ)JRT会 議に継続 して事務局から参加すると共に、会員会社の積極的な参加を求める努力を

する。新年度のJRT会 議の開催は以下の通 り。

①1997年4月21日 ～4月25日 シンガポール会議

②1997年9月29日 ～10月3日 米国アナハイム会議

(2)旅 行EDI解 説書の活用と改訂の実施

(ア)平 成8年 度の成果 としての解説書を製本化し、各会社及びそれぞれの旅行関連業界の中で

活用する。これにより、EDIに 対する理解 を深める。

(イ)併 せて、よ り使いやすい解説書 とするための改訂作業を実施する。

(3)EDI化 の先進事例研究及び技術的な諸課題の検討

(ア)我 が国内及び諸外国の中でのEDI化 に関する先進事例を研究する。

(イ)イ ンターネッ トEDIや セキュリティに関する技術的な検討を実施する。

(ウ)国 内のEDI化 に関する研究会 ・会議等に参加する。

(4)翻 訳の実施

国際会議の資料の中で、メッセージ集や技術文献の中で研究会活動に役に立つ翻訳作業を実施する。
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60.、
」 几理 絵 '

'セ ンター 皿DlmαD

わが国の情報化は、産業界を中心に着実 に進展 してお り、その動勢はネットワーク化により企業間、

業界間、さらには社会や家庭、そ して海外へと一層拡大 してきてお ります。このように、情報化の中

核的役割に果たす産業の情報化を円滑に推進するには、ユーザー ・サイ ドに立った研究と意見交換が

極めて重要であります。

特に、ネットワーク化が、産業界全般に多種多様な広がりをみせつつある現在、システム相互間や

ネッ トワーク相互間のインターオペラビリティの確保及び、ネットワーク化の進展に円滑に対応でき

るような各種基盤整備は緊急の課題であり、業界内、業界間の連携 ・協調が不可欠であ ります。

そして、急速に進展する情報 ・通信システムの高度化に対応してゆくためには、ユーザー相互の連

携とともに、ハー ドウェア ・ベンダ、ソフトウェア ・ベンダ、電気通信事業者など情報産業との連携 ・

協調もますます重要にな りっつあります。当セ ンターは、産業の情報化 にあたってこのような関係者

相互の協力の場を提供するとともに、中立的 ・専門的立場か ら環境の変化によって生じる様々な課題

の検討、業界内あるいは業界間の情報ネットワーク構築 ・運営が効率的に行われるためのビジネスプ

ロ トコルの標準化、通信網の利用方法や法制度等の調査研究に取 り組んでお ります。また、 これ らの

標準化等をベースとしたEDIの 普及についても、関係業界と協力しつつ推進してお ります。産業の情

報化に対するニーズと問題点、ビジネスプロ トコルの標準化やネットワーク化を進める意義 と必要性

などについて、皆様のご理解 とご協力を得て調査研究を行い、社会に貢献してゆくことが大切と考え

ています。

〈主要事業〉

(1)ビ ジネスプ ロ トコルの標準化等
・ビジネスプ ロ トコルの標準化 に関す る調査研 究開(CIIシ ンタ ックスルール等 の開発)

・EDIの 普及促進

・業界共同システム等の構築 に関す る支援及 び コンサル ティ ング

・標準企 業コー ドの登録 ・管理

(2)ユ ーザーシステム に関す る調査研究
・ユーザ ーの情 報 ・通信 システム 高度化 に関す る調査研究

・EDIに おける二次元 コー ドの利用 に関す る調査研 究

(3)産 業界の情報化に関す る調査研究
・産業界の情報化 に関する各種動 向調査

・産業界の情報化 を 円滑 に推進す るための法律、制度 に関す る調査研究

(4)OSIオ ブジェ ク トの登録 ・管理
・ISO系 の国内登録機関 として 、組織 及び国内標準 の登録 ・管理

(5)産 業 の情報化 に係わ る普及 ・広 報
・シンポ ジウム、講演会 の開催

・各種出版物の頒布

(6)国 際標準化へ の対応
・Isoρrc154国 内審議委員会 の運営

・uN/EcE/wP .4(EDIFAcr活 動)へ の協 力

・BSR(情 報処理用基本 的意 味集合)プ ロジェク トへの協 力

【平成8年 度活動実績】

1.EDIの 標準化等 に関す る開発研 究

①TCPAPな どOSI以 外 の通信手順 の調査 ・検 討

② 全銀 協標準 通信 プ ロ トコルーTCPAP手 順一に関す る調査 ・研 究

③EDIに おける二次元 コー ドの利用 に関す る調査 ・研究

④F手 順 関連 ドキュ メン トの維持管 理
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2.標 準企業 コー ドの登録 ・管理

3.OSIオ ブジェク トの登録 ・管理

4.産 業情報化 に関す る国 際協調

①lsorTC154へ の参加 ・協力

②UN/ECE/WP.4へ の参加 ・協力

③EDIの 国際 シンポ ジウム(EDICOM'96)へ の参加 ・協 力

④ 産業情報化 シンポ ジウムの開催

5.産 業界の システム化 に係る制度問題の調査研 究

①EDIに 特有な法律事項 を定めた 「デー タ交換協定書」の条項お よび解 説の作成

6.EDIの 普及促進 に関す る調査研究

①EDI推 進協議会(JEDIC)の 運営

7.業 際EDIパ イ ロ ッ ト ・モデル の調査研究 開発

① 請求支払分野 をEDI化 す るパイ ロッ ト事業

②1-EDIの 調査研 究事業

③ 中小企業向 け物 流EDIパ イ ロ ッ ト ・モデル の調査研究 開発

8.産 業情報化 に係 る普及 ・啓蒙

9.電 子商取 引実 証推 進協議会(ECOM)の 運営

【平成8年 度作成報告書 ・資料】

・国 内外 のEDI実 態 調査報告書

・ビジネスプロ トコルの調査研究報 告書 一新 しいEDIの 動 向 一

・急速 に展 開す る物 流EDIと フ ァイナ ソシャルEDI-EDIフ ォー ラム'96講 演 記録 一

・EDIに おける二次元 コー ドの利用 に関する調査報 告書(1)

・EDIの 基 礎 一社会の新 しいイ ンフラス トラクチ ャー(第 三版)

・産業情報化 シ ンポ ジウム ーオー プンネ ッ トワーク環境 にお けるECの 推進 一 会議録

・EDI推 進協議会の活動概 要

・EC法 的問題 調査研 究報 告書 一新 しい企業間電 子デー タ交換 につ いての検 討 一

【平成9年 度活動予定】

・EDIの 標準化 に関す る開発研 究

・標準 企業 コー ドの登録 ・管 理

・EDIに お けるオー プ ンネ ッ トワー クの利用 に関す る調査 ・研究

・EDIに お ける二次元 コー ドの利用 に関す る調査 ・検討

・ 「F手順」関連 ドキ ュ メン トの維持管理

・EDI推 進協議会(JEDIC)の 運営

・OSIオ ブ ジェク トの登録 ・管理

・産 業情報化 シンポ ジウムの 開催

・広 報誌 「産業 と情報 」の発行

・電子 商取 引実証推進 協議会(ECOM)の 運営

OJEDICの ホ ー ム ペ ー ジ:http://www.ecom.or.jp/jedic/index.htm
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・標 準 企 業 コ ー ド登 録 数 推 移(1997 .6末)

・CII標 準 ビ ジネ ス プ ロ トコル 識 別 子(BPID)登 録 状 況(1997.7)

・CII推 奨 トラ ン ス レー タ ー 覧 表(19975 .16)

・EDI先 進 業 界 の マ ニ ュ ア ル 類 入 手 方 法(1997.7.10)

・こ れ ま で に 策 定 さ れ た13の 連 携 指 針(1997 .6)
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票 企 コ ー"双.羅 1997.6
企業数
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〈JlPDEC-Cll((財)日 本 情報 処 理 開 発 協会 ・産業 情 報化 推 進 セ ン ター)〉 〈JEDIC(EDI推 進 協議 会)〉

2610261026102610261026102610261026
198919901991199219931994199s19961997

<Copyrlght(c)1997>

CII標 準 ビジ ネ ス プ ロ トコル 識 別 子(BPID)登 録 状 況(1997・7)

識別子 標準メ ッセージ開発機関 登録年

ElAJ (社)日 本 電子 機械工 業会EDlセ ンター 1989

JPCA

FEPC

石油化学工業協会

電気事業連合会

1991

ClNT

H'llS

JEMA

JlSl

JCMA

VMDl

(財)建 設業振興基金 建設産業情報化推進センター

(財)住 宅産業情報サービス

日本電機工業会

(社)鋼 材倶楽部

(社)日 本電線工業会

食品業界企業間情報 システム研究会

1992

HOME

TRPT*

JGAS

ホ ーム セ ンター システム研究会

物 流EDl推 進機 構

(社)日 本 ガ ス協 会

1994

TlRA

NEWS

JTRN

繊維産業構造改善事業協会

(社)日 本新聞協会広告委員会

国内物流標準((社)日 本 ロジスティクスシステム協会

/物 流EDI推 進機構)

1995

JAMA

CPSD

(社)日 本自動車工業会

通信資材EDl推 進部会

1996

WAVE (社)日 本広告業協会 1997

*'JTRNに い の

〈JlPDEC-Cll((財)日 本 情報 処理 開 発 協会 ・産業 情 報化 推 進 セ ンタ ー)〉 〈JEDtC(EDI推 進協 議 会)〉
<Copyright(c}1997>



Cll推 奨 トラ ンス レー タ ー 一 覧 表 (そ の1) 1997.05.16

開 発 メー カ ー

(販 売 メー カ ー)

製品名(略 号) 対象 マシン

(OS)
問合先
(技術相談)

備考

(CII推 奨合格 日)

蝶理情報 システム㈱ DEX-CII IBM、 日立、 富 士

通 等 の メ イ ンフ レー

ム

03-5287-7130

藤 野 裕 司

1994.01.10

日本IBM㈱ CII/400 IBM-AS400

シ リー ズ対応

03-5563-4746

大 谷 裕紀

1993.11.22

CII/MVS IBMメ インフ レー
ム対応

日本電気㈱ EDITRL/CII
(ACOS2)

NEC-ACOS2

シ リーズ

03-5569-3219

吉 村 政幸

1993.11.22

EDITRL/CII
(ACOS4)

NEC-ACOS4

シ リーズ

1992.12.18

㈱ 日立製作所 EDIFT/CII 日立 の メインフ レー
ム

045-826-8551

ソフトウ・ア開 発本 部

AI設 計部

青 島 健 一

1993.10.29

1993.10.29

日本DEC㈱ WSGENTRAN
-CII

VAXシ リーズ 03-5349-7369

カスタムシステム部

ビジネス推 進 課

1993.06.15

日本ENSAT&T

㈱

JeTraCII UNIXマ シンなど 03-5561-3387

団 野 宗 明

1992.12.15

富士通㈱ FEDIT 富 士 通 メインフレーム,

Kシリーズ,UNIXマ シン

及 びDOS/Vパ ソコン

(windows)

03-5423-6355

第2シ ステム事 業 部
ニュービジネス推 進部

伊 藤 大 挙

1992.12.07

CIIVer2.対 応

NTTデ ータ通信㈱ TWIN'ET-DXCII 外販な し
変換サービス用

03-5546-8926

大 竹 繁

1992.10.01

㈱ アル ゴテ クノス21 NTS-400-EDI MS-DOSパ ソコ

ン

03-5548-6325

プロダク ト事業本部

通信 プロダ ク ト部

宮 田 孝好

1992.12.01

NTS-410-Tran

ForWindows

Windows3.1

Windows95

1996.05.29

㈱SRA TRANCII MS-DOSパ ソコ

ン及 びUNIXマ シ ン

0120-46-3410

EDI推 進G

1992.12.01

CIIVer2.1対 応

日本ユニ シス㈱ EaDICii U6000シ リーズ用

SUN,HP

PC(Windows)

03-5546-7129

情 報 技 術部

大 沼 保 夫

1994.10.01

CIIVer2.1対 応

セ コ ムネ ッ ト㈱ C-TRN/55ト ラ ン

ス レ ー タ ー

DOS/Vパ ソコン
IBM-PC用

03-5395-8981

ネ ッ トワー ク営 業部

営 業3課EDI担 当

関 直樹

1994.10.01

CIIVer1.11対 応



Cll推 奨 トラ ンス レータ ー 一 覧 表(そ の2)1997.05.16

「

開発 メ ー カー

(販 売 メ ー カー)

製品名(略 号) 対象マ シン

(OS)

問合先
(技術相談)

備考
(CII推 奨合格 日)

日本電気 ソフ トウエ
ア㈱

ETRADE/CII PC-98シ リ ー ズ

MS-DOS(Ver5.0以 上

)

03-5569-3221

久 野 宗 一

1994.03.31

ETRADE/CII
forWindows3.1

Windows3.1 1996.Ol.31

ETMDE/CII
forWindows95

Windows95 1997.04.23

ETIUDE/CII
forWindowsNT
Workstation

WindowsNT

Workstation

1997.04.23

ETIUDE/CII
forWindowsNT
Server

WindowsNT

Server

1997.04.23

㈱東芝 GENTRAN-T/PC J-3100シ リー ズ

(DOS/V)

03-3457-4306

オープンソllユーション技 術 部

オープンソリューション技 術 第

三 担 当

金 井 繁 幸

1994.12.09

GENTRAN-T/PC
forWindows3.1

Windows3.1 1996.07.11

GENTRAN-T/PC
forWindows95

Windows95 1996.07.11

GENTRAN-T/PC
forWindowsNT

WindowsNTServer

WindowsNT

Workstation

1996.07.11

GENTRAN-T/UX solaris2.3,2.4 1995.03.01

スター リング

ソフ トウエア㈱

GENTRAN:Basic

forCII

IBM(MVS)

富士通(MSP)

03-3473-7198

大野 善啓

1992.12.25

GENTRAN:Basic

forCII

(DOS/V)

(IBMAS-400)

(タンデム)

PC(DOS/V)

IBM(OS-400)

タンデム(NonStOP

Kernel)

1994.12.09

㈱ 日立情報 システム
ズ

TRANSONIC

(トランソニック)

Windows3.1 03-5493-4800

ネッ1ワークサービス本 部

営 業部 第一 課

堀 内 康浩

1996.09.20

CIIVer1.51対 応
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EDI先 進業界のマニュアル類入手方法

団体名

問い合わせ先

マニ ュアル名称

入手方法

財 団法人 建設業振興基金

〒105東 京都港 区虎 ノ門4・2・12虎 ノ門4丁 目ビル2号 館

財 団法人 建設業振興基金 建設産 業情報化推進 セ ンター

telO3・5473・4573faxO3・5473・1593

「標準 ビジネスプ ロ トコル」(¥15,750送 料別 ・税込)

「CI-NET導 入の手 引き」(¥2,000送 料別 ・税込)

「CADデ ー タ交換 マニ ュアル」(¥2,000送 料別 ・税込)

「CI-NET詳 細パ ンフ レッ ト」(¥1,000送 料別 ・税込)

建設産業情報化推進セ ンターへFAXに て申込む。請求書を添えて送 ら

れ る。 申込書の書 式は 自由だが、マニ ュアル名称 、部数、企業名、会社

住所 、組織 ・役職 、氏名、 電話番号を必ず記入 の こと。

団体名

問い合わせ先

マニュアル名称

入手方法

社団法人 鋼材倶楽部

〒103東 京都 中央 区 日本橋茅場町3・2・10鉄 鋼会館

社団法人 鋼材倶楽部 ・鉄鋼EDIセ ンターtelO3・3669-4820

「鉄鋼EDI標 準書」(価 格等は要問い合 わせ)

「鉄鋼EDI導 入ガイ ド」(")

「鉄鋼EDI取 組の考え方」(〃)

上記連絡先 に問い合わせ る。

faxO3・3639・5249

団体名

問い合わせ先

マニュアル名称

入手方法

財団法人 住宅産業情報 サー ビス

〒105東 京都港区虎 ノ門1・23・7第23森 ビル

財団法人 住宅産業情報サー ビス 業務第二部te103・3502・8541faxO3・3503・1339

「HIIS-NET標 準 ビジネスプ ロ トコル」(¥12,000送 料別 ・税込)

上記連絡先 に問い合わせ る。

団体名

問い合わせ先

マニュアル名称

入手方法

石油化学工 業協会

〒100東 京都千代 田区内幸 町Zl・1飯 野 ビル

石油化学工業協会 総務部telO3・3501・2151

「石油化学工業協会 ビジネ スプ ロ トコル標準書(第 二版)」(¥1,

上記連絡先に問い合わせ る。

faxO3-3501・3895

600送 料 別)

団体名

問い合わせ先

マニ ュアル名称

入手方法

電気事業連 合会

〒100東 京都千代 田区大手町1・9・4経 団連会館

電気事業連 合会 情報通信部(事 務所KDD大 手町 ビル16階)

telO3・3279-3744

「電力 ビジネ スプ ロ トコル運営要領」(価 格等は要問い合わせ)

「EDI導 入 マニ ュアル」(〃)

「EDIシ ステム運用ガ イ ドライ ン」(")

「資材発注業務ビジネスプロ トコル標準」(〃

「請負工事発注業務ビジネスプロトコル標準」(

「電気料金収納業務ビジネスプロトコル標準」(

「電気料金請求業務ビジネスプロ トコル標準」(

上記問い合わせ先に問い合わせる。

)

)

)

)

〃

〃

〃

※尚、イ ンターネ ッ トホー ムペー ジで公 開の予定です。

faxO3-3270-8085



団体名

問い合わせ先

マニュアル名称

入手方法

社団法人

〒105

社団法人

「JGA

日本ガ ス協会

東京都港区虎 ノ門1-15-12

日本ガ ス協会 技術部 情報企画グループ
telO3-3502-0113faxO3・3502ロ0370

EDI標 準 ビジネスプロ トコル(資 材発注業務編)」(価 格等は要問い合わせ)

上記問い合わせ先に問い合わせる。

団体名

問い合わせ先

マニ ュアル名称

入手方法

社 団法人 日本電子機械工業会

〒105東 京都港区西新橋1・5・13第8東 洋海事 ビル6階

社 団法人 日本 電子機械工業会 ・EDIセ ンターtelO3・3593・8323faxO3・3593・8324

「EIAJ取 引情報化 対応標準1997年 版」(¥25,000送 料 ・税別)

「EDI取 引導入ガイ ド」(¥10,000送 料 ・税別)

「標準納 品 システム導入ガイ ド」(¥10,000送 料 ・税別)

『EDIFACT92.1Versionメ ッセージ』

「ORDERS」(注 文メ ッセー ジ)

rDESADV」(出 荷通知 メ ッセージ)

rINVOIC」(請 求メ ッセー ジ)

rORDRSP」(注 文請 メ ッセー ジ)

rPRICAT」(価 格/販 売カタ ログ)

(¥5,000

(¥5,000

(¥5,000

(¥5,000

(¥5,000

*EIAJ会 員には会員割引、大量購入の際には数量割引が有る。

送料 ・税別)

送料 ・税別)

送料 ・税別)

送料 ・税別)

送料 ・税別)

EDIセ ンターへFAXに て申込む。請求書を添 えて送 られ る。 申込書

の書式は 自由だが、マニュアル名称、部数、企業名、会社住所、組織 ・

役職、氏名、電話番号 を必ず記入の こと。EDIセ ンターで も扱 ってい

るが 、訪問す る場合には事前 に連絡 を要す。

1997.7.10



1.鉄 鋼業(通 産 省)

昭 和61年(1986)4月1日

2.中 古 自動 車 販売 業(通 産 省 、運 輸 省)

昭和61年(1986)6月2日

3.電 気 事 業(通 産 省)

昭和62年(1987)7月15日

4.家 具 業 界(通 産 省)

昭和62年(1987)12月16日

5.電 子 出版 業(通 産 省)

昭和63年(1988)3月29日

6.電 子 機 器 製 造 業(通 産 省)

昭和63年(1988)6月1日

7.紙 流 通 業(通 産 省)

昭 和63年(1988)12月21日

8.機 械 工具 業(通 産 省)

平 成2年(1990)3月22日

9.電 機4団 体(電 子 、 電気 、 電線 、 電 力)(通 産 省)

平 成3年(1991)10月1日

10.建 設業(建 設 省)

平 成3年(1991)12月21日

11.住 宅 設 備機 器 等 流適 業(通 産 省)

平 成4年(1992)4月20日

12.国 際 海上 貨 物 輸 送 業 運 輸 省(運 輸 省)

平 成7年(1995)6月27日

13.国 内陸上 貨 物 取 引及 び輸送 ・保 管業(通 産 省 、 運 輸 省)

平 成9年(1997)6月16日



一禁 無 断 転 載 一

平成9年7月 発行

財団法人 日本情報処理開発協会

産業情報化推進 セ ンター

東京都港 区芝公園3・5・8

機 械 振 興 会 館 内

TELO3-3432-9386

株式会社 昌 文 社

東京都港 区芝5・26・30

TELO3.345Z4931
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